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ソフ声ウェア産業振興のための国の役割rアンケーβ蛭 ノ

1.調 査 の 目的と調査企 業の概要

1.1調 査 の 目的 と方法

近年の急速 な情報技術 の発展 は全 ての産業の立脚する基盤 を変革 し、 さらにわれわれの

社会の構造 をも変 えようとしている。特 に、 ソフ トウェア技術、及 びその担 い手であるソ

フ トウェア産業は情報技術の発展の先頭に位置す るものとなり、その活性度や国際的な競

争力がその他の全産業 に大 きな影響 を及ぼす ようになって きた。 しか しなが ら、 日本 のソ

フ トウェア産業や ソフ トウェア技術 の研究開発は、現在 さまざまな問題 を抱 えてお り、米

欧 などとの技術格差が全般的 に拡大傾向にあると認識せ ざるを得ない状況である。

ソフ トウェア産業の各企業 における経営努力が まず第一に不可欠であるが、研究開発、

環境整備等 に関する適切 な国の支援 も望 まれる。最近の ソフ トウェア技術 を中心 とす る情

報技術のめざましい進歩 とその急速 な社会への浸透や、国際 ネッ トワークの普及 によるボ

ーダレス化 などを考 えると
、 これ らを考慮 した技術開発 や産業振興策な ど国の役割を再度

検討する時期にきている といえる。

本調査 は、このような状況 に鑑み、ソフ トウェア産業の国際的競争力の確保 を目指 し、

ソフ トウェア技術 を中心 とする新 しい情報技術の研究開発や新 しい市場開拓 において国の

果 たすべ き役割 を見直すための各種基礎デー タの収集を行 うことを目的 として実施 した も

のである。

日本の ソフ トウェア産業は、7000～8000社 といわれているが、本調査ではその中か ら

特 に今後の戦略的 な事業分野 と考 えられるパ ッケージソフ トウェア事業 を手掛けていると

思われる企業776社 を抽出 し、調査票 を郵送 した。その結果、240社 か ら有効回答 を得た。

本報告書は、その調査結果 を取 りまとめたものである。 まず、本章 では調査対象 の企業

のプロフィール、経営状況 、経営課題の状況 を示す。次 に、第2章 か ら第7章 までは、下

記に示す各調査項 目ごとに、結果 と考察 を示す。

●

●

●

●

●

●

それ らの結果 に基づ き、最後の章では、示唆 される国の役割/政 策課題 について検討す

る。

パ ッケージソフ ト製品事業について(第2章)

SI、 受託 ソフ ト開発、SO、 アウ トソーシング等の受託事業について(第3章)

研究開発の取 り組みについて(第4章)

営業/市 場開拓 について(第5章)

資金調達等 について(第6章)

ソフ トウェア産業振興のための国の役割と政策課題 について(第7章)
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1.2企 業規模

回答企業 を規模別に見る と比較的小 さい企業が多 く、従業員数では50人 以下の企業が

過半数を占めた。

また、6割 弱の企業は年間売上高が10億 円以下である。

資本金(N=240)

1.7%
2.1%

2.5%

囚a.1千 万円以下

題b.1千 万超～5千 万円以下

ロc.5千 万円超～1億 円以下

ロd.1億 円超～5億 円以下

■e.5億 円超 ～10億 円以下

圃f.10億 円超～50億 円以下

囲g.50億 円超

團無回答

年間売上高(N=240)

2.9%

10.0%

園a.10億 円 以 下

固b.10億 円 超 ～20億 円 以 下

ロc.20億 円 超 ～50億 円 以 下

ロd.50億 円 超 ～100億 円以 下

■e.100億 円 超 ～200億 円 以

下

團f.200億 円 超

闘 魚 回 答

従業員数(N=240)

5.8%

3.3%

15.8% ..=..

23.3%

28.8%

固a.20人 以 下

闘b.20人 超 ～50人 以 下

口c.50人 超 ～100人 以 下

口d.100人 超 ～300人 以 下

■e.300人 超 ～500人 以 下

圃f.500人 超 ～1,000人 以 下

田g.1,000人 超

ロ 無 回 答
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ソフFウェア産業振翼のための国の役割rアンケ一声調査ノ

1.3設 立時期 と資本系列

設立時期 に関 しては、1976年 か ら1985年 に設立 された企業が最 も多いが、60年 代 に

設立 された企業か ら85年 以降に設立 された企業 まで多様 である。

資本系列では独立系が75.4%を 占めている。

設立時期(N=240)

資本系列(N=240)
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回答企業の多 くは官公庁比率 も低 く、最大顧客への依存度 も比較的少ない。

売上高構成の中で最も大きい顧客(親会社等も含む)の売上比率(N=240)

囲a.20%未 満

題b.20%以 上 ～40%未 満

ロc.40%以 上 ～60%未 満

口d.60%以 上 ～80%未 満

■e.80%以 上

圃 無 回 答

売上高構成の中での官公庁 自治体等比率(関連行政機関含む)(N=240)

囲a.0%

闘b.1%以 上 ～15%未 満

ロc.15%以 上 ～30%未 満

口d.30%以 上 ～50%未 満

■e.50%以 上 ～70%未 満

囲f.70%以 上

囲 無 回 答
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ソフ声ウxZ産 業振興のための国の役割rアンケー声調漬り

1.4現 在 の主 力事 業 と今後 の注 力事 業分野

主 力事 業 に関 して は、 「受託 ソフ トウ ェア開発 」 が64%と 過 半 数 を越 えてお り、 続 い て

「SI事 業」(15%)、 「パ ッケ ージ ソ フ ト開発 事業 」(13%)の 順 とな って い る。 日本 にお け る

ソ フ トウェ ア企 業 の多 くが受 託型 の ソフ トウ ェ ア開発 を中心 に進 展 し、現在 で も受 託 ソフ

トウ ェア開発 中心 の経 営 であ る こ とが わか る。

一 方 、今 後最 も注力 し、伸 ば して い きた い事 業 として は、 「パ ッケー ジ ソ フ ト開発 事業 」

が40%で 第 一位 となっ てい る。 そ の後 に、 「SI事 業」(30%)が 続 いて お り、 「受 託 ソ フ トウ

ェア開発 」 は17%に と どまってい る。

現在の事業類型(N=240)

13.3%

%

一

-

%

・

4

2

・
0

ピ

64.2%

15.0%

圏a.シ ステムインテグレータ

(SI事 業 者)

田b.受 託 ソフ トウェア開発事業

者

口c.パ ッケージソフト開発/販

売事業者

口d.デ ィーラー

■e.情 報 サービス/VAN事 業者

囲f.そ の他

囲無回答

今後注 力したい事 業分野(N=240)'

0.4%

16.7%

4.2%1・3%。A%

1.7%2
.1%

9%

図a.パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト開 発/販

　

囲b.SI(設 計、ソフ ト開発、機

器の一貫提供)

ロc.受 託 ソフ トウェア開発(設

計 ・製作)

ロd.ハ ー ド機器販売(関 連商品

含む)

■e.シ ステム運用 ・保守サービ

ス

園f.受 託計算 ・データ処理 ・通

信サービス

固g.そ の他

日h.特 にない/現 行 どお り

■i.決 め られない/わ からない

團無回答
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現在の主力事業 と今後の注力事業分野 との関係 を見る と、現在最 も多い 「受託 ソフ トウ

ェア開発」事業者(154社)の 今後の注力分野 はお もに3方 向 に分かれた。受託 ソフ トウェ

ア開発 を継承する会社が36社 あるが、SI事 業(54社) 、パ ッケージソフ ト開発事業(52社)

に注力 しようとす る企業が上回っている。経営の高付加価値化 に向けて、SIあ るいはパ ッ

ケージのいずれかの事業 を拡大 しようと企図 してい ることが うかがえる。 また、SI事 業者

(36社)の 中でも今後 はパ ッケージソフ トに注力 しようとする企業が15社 ある。

現在の主力事業と今後の注力事業分野(N=240)

0

社

24

1)受 託 ソフトウェア開発を継承する(36社)

2)SI事 業 に注力(54社)

3)パ ッケージソフ ト開発事業に注力(52社)

事業推進の今後の方向(N=240)

10%
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ソフFウェア産業振興のための厘の役割rアンケー一声es査?

1.5経 営状況

ソフ トウェア業の経営状況 は、企業間で格差が大 きい。過去3年 間の年平均売上高成長

率 については、5%以 上20%未 満 で全体の約半数 となってお り、20%以 上の成長 を続 ける

企業 も15%あ る。その一方、マイナス10%を 越 える企業(7%)を 含めマ イナス成長の企

業は12%に 達する。企業規模別 に見 ると、従業員数51人 か ら300人 の企業が比較的成長

率が高 くなってい る。

売上高成長率(従業員数別)

20人 以 下

21-50人

51-100人

101-300人

301-500人

501-1000人

1001人 以 上

合 計

利益率 は、主力事業 に よって異なる傾向 を示 している。情報サ ービス/VAN事 業の収益

性が最 も高 く、パ ッケージソフ ト開発事業がそれに続いている。受託 ソフ ト開発、SI等 は

それらに比べて収益性が低い。

売上高経常利益率(現在の主力事業分野別)

団マイナス固0%-1%口1%-2%□2%-5%■5%-10%国10%-20%図20%以 上 目無 回答

0%20%40%60%80%

SI

受 託 ソフ ト開発

パ ッケージ ソフ ト開発

ディーラー

情 報サー ビス/VAN

そ の他

合計
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売上高人件費比率は30%未 満の企 業か ら、70%以 上の企業 まで多岐 にわたっている。

売上高人件費率(N=240)

日a.30%未 満

團b.30%以 上 ～40%未 満

ロc.40%以 上 ～50%未 満

ロd.50%以 上 ～60%未 満

■e.60%以 上 ～70%未 満

自f.70%以 上

図 無 回 答
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ソフ声ウェア産業振興のための国の役割了アンケ一声蛭 ノ

1.6経 営課題

ソフ トウェア企業が抱 える経営課題 と しては、「人材 の獲得」が62.5%で 最 も大 きな課

題 だとしている。「新規顧客 ・市場の拡大」、「生産性向上、開発 コス トの低 減」 も4割 前

後の企業から指摘 されている。

しか し、現在の主力事業別による差異 も大 きい。「人材の獲得」はSIや 受託 ソフ トウェ

ア開発 といった受託型事業 において特に重要視 されている。一方、パ ッケージ ソフ ト開発

型の企業の7割 近 くが 「新規顧客 ・市場 の拡大」 を指摘 している。 また、パ ッケージソフ

ト開発企業では、「財務体質の改善」 に関す る意識 も高い。

経営課題(現在の主力事業分野別)

囲受託 ソフ ト開発(N=154)ロ パ ッケー ジソフ ト開発(N=32)□ 全 体(N=240)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%

財務体質の改善

固定顧客の確保

新規顧客 ・市場の拡大

新規事業の拡大

人材の獲得

人材教育

研究開発の推進

付加価値の増大/単 価引き上げ

生産性向上、開発 コス トの低減

間接比率、間接 コス トの低減

新技術への対応

開発手法/方 法論等の整備

技術者のモラールアップ
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経営機能 に対す る現状 の評価で は、 「経営者 の リーダー シ ップ」、「上級技 術者の技術

力」に強みがある とす る一芳、「市場 開拓 ・マーケティングカ」、「人材教育 ・研修の充実

度」が弱いと考 えている企業が多い。

今後重要な経営機能 としては、大 きな差異が示 されなか ったが、その結果 「市場開拓 ・

マーケティングカ」、「財務面の体力」等の現状評価 との乖離が大 きく、今後の重要な課題

といえる。,・,

経営機能に対する評価と今後重視する機能(N=240)

経営者のリーダーシップ

経営管理力

財務面の体力

資金調達力

事業化 ・製品化構想力

研究開発 ・技術開発力

開発プロジェク ト管理力

上級技術者の技術力

初中級技術者の数と量

他社を含む要員確保 ・労務管理力

人材教育 ・研修の充実度

市場開拓 ・マーケティング力

製品販売、受注のチ ャネルカ

囚現状評価 圏今後の重要度

1.52.02.5
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ソフ声ウェア産糠 興のための国の役割イアンケー♪調査り

経営課題 を達成す るための手段 として、 「業歴者の採用増」、 「能力給 ・年俸制 の導入」

が2～3割 の企業で実施 されている。それ らに続 き 「販売網の拡大」、「他社 との共同開発」

が計画 ・検討 されつつある。

経営課題を達成するための手段(N=240)

■実施済 囲計画中 固検討 したい 圃未検討 ロ無回答

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

IlllIlIl　 1
-1

一1
一

1
A

他社との共同開発 一 ■■麗囲囲 圏麗麗圏國■
一

他社との共同受注 一 ■睡囲一 一 躍麗麗巳
A

人員削減

業歴者の採用増

他社の買収

販売網の拡大 ・'1一
合併'

大手企業の資本参加

海外企業との提携

海外市場への参入

能力給 ・年俸制の導入

ストックオプション制の導入

.ll1
　 1

一

:1

'

8
-1

－ll'1'1

－llIIIrI

株式公開 －l
lllI 「1

、
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2.パ ッケージソフト製 品事業

2.1パ ッケージ事業の実施状況 と行 っていない企業の理由

パ ッケージ事業 を現在行っている企業は回答企業 の73.8%に 達 している。

行 っていない企業の理由 としては、「事業 リス クが大 きい」 ことが第一位 に挙 げられ、

「先行投資がで きない」、「販売網がない」が続いている。特に、事業 を行 う考 えが ない企

業では、6割 が 「事業 リスクが大 きい」 ことを理由 として挙 げている。

パッケージソフト製品事業の実施状況(N=240)

国a.現 在行っている

國b.過 去行っていたが、現在

行っていない

口c.参 入 したいが、現在行っ

ていない

ロd.事 業 を行 う考 えはない

■無回答

行っていない理 由(N=62)

園過去行 っていたが現在行 って いない(N=34)園 参 入 したいが現在行 ってい ない(N=18)

ロ 事 業 を行 う考えはない(N=10)ロ 全 体(N=62)

0%10%20%30%40%50%60%70%

a.必 要 な人材 がいない

b.事 業 リス クが大 きい

c.市 場 ・顧客の需要が小 さい

d.技 術 変化が速い

e.販 売 網が無い

f.先 行投 資がで きない

g.そ の他
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2.2事 業推進上の問題

パ ッケージソフ ト開発/販 売事業 を行 っている企業 における事業上の問題 として、 「販

売網が弱 い」、「市場 開拓が難 しい」、「市場 ・顧客の需要が小 さい」 が指摘 されている。パ

ッケージ製品を開発 した後 どの ように売上 を伸 ば してい くかが、各企業 における大 きな問

題 となっている。 この問題 は過去行 っていたが、現在行 っていない企業 について も同様 に

指摘 されてい る。 また、「技術 変化が速い」、 「低価格競争が激 しい」 に対す る問題意識 も

高い。OSの 頻繁なバ ージョンア ップに対するキャ ッチ ア ップや、開発期間 を短 くしてタ

イム リーに製品 をリリース してい くことが大 きなプ レッシャーにな っているもの と考 えら

れる。

事業上の問題(N=211)

■過去行っていたが現在行っていない(N=34)ロ 全体(N=211)

0%10%20%30%40%50%

a.市 場 開拓が難 しい

b.事 業 リス クが大 きい

c.市 場 ・顧客 の需 要が小 さい

d.技 術 変 化が速い

e.販 売 網 が弱い

f.必 要 な人材が いない

9.資 金 調達 が困難

h.OEM、 バ ン ドル戦略が弱い

i.低 価 格競争 が激 しい

j.そ の他

15



2.3製 品の開発方法 、.

パ ッケージ製品 をどの ように開発 しているかについては、83.9%の 企業が 「すべ て自社

開発」であると回答 している。それ に次 いで 「他社 開発 ソフ トの販売」、「自社企画 を委託

外部開発」の順である。大学や他企業 との連携 は少な く、自社での製品開発 を中心 として

いる。

製品の開発方法(N=211)

a.す べ て自社 開発

c.他 社 開発 ソフ トの販売

b.自 社 企画を委託外部 開発

d.他 社 開発 ソフ トの改 良

h.海 外 製品の 日本語化

g.海 外 製品の販売

i.そ の 他

e.大 学等 での開発 ソフ トの製品

化

f.フ リーウェアの販売

0.0%

1

83.9%

一

・… 燃舗=舗19
.4%

s、..・..

一

鍵 盤110・9 `

一

購蒋醐9 .5%

　

一

纒8・1%
一

11.9%
一

‖1.9%
　

0.5%

20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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2.4製 品開発の費用

パ ッケージ開発 にかか る投資費用の工程別比率は、おおむね試験研究1割 強、その後 の

製品開発6～7割 、マーケテ ィング2割 という傾向である。

製品開発費用の工程別比率

1)商 品化決定以前の試験研究投資 ・費用比率

N=165

平 均 値16.0%

中央 値10.0%

最 頻 値10.0%

超 ～70以 下

超 ～60以 下

超 ～50以 下

超 ～40以 下

超 ～30以 下

超 ～20以 ド

超 ～10以 下

0%

2)商 品化決定以降のソフ トウェア開発費用比率

N=175

平 均 値59.6%

中央 値60.0%

最 頻 値70.0%

100%

90%超 ～100%未 満

80%超 ～90%以 下

70%超 ～80%以 下

60%超 一70%以 下

50%超 ～60%以 ド

40%超 ～50%以 下

30%超 ～40%以 下

20%超 ～30%以 下

10%超 ～20%以 下

O%超 ～10%以 下

0%

30社

3)流 通、販 売促進、 マーケテ ィング、広告費用等比 率

N=171

平 均 値20.1%

中 央 値20.0%

最 頻 値10.0%

100%

90%超 ～100%未imo

80X超 一90X以 下

%超 ～80%以 下

%超 一70X以 下

%超 一60以 下

%超 一50以 下

%超 ～40以 下

20%超 一・30以 下

IO%超 ～20以'ド

0覧超 ～10%以 ド

O%

60社
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3.SI、 受 託 ソフト開 発 、SO、 ア ウ トソー シン グ等 の 受 託 事 業

3.1受 託事業の実施状況 と行 っていない企業の理由

9割 の企業が、SI、 受託 ソフ ト開発、SO、 アウ トソーシ ング等の受託事業 を現在行って

いるが、現在行っていない企業 も8%あ る。

行 っていない企業の理由 として、「人材確保が難 しい」、「安定顧客の確保が難 しい」 に

次 いで 「事業 としての魅力がない」が挙 げられている。

受託事業の実施状況(N=240)

國a.現 在行っている

国b.過 去行っていたが、現在

行 っていない

ロc.参 入 したいが、現在行っ

ていない

ロd.事 業 を行 う考 えはない

■無回答

行っていない理 由(N=19)

d.人 材確保が難 しい

安定顧客の確保が難 しい

a.事 業 としての魅力がない

f.受 注側に不利な取引慣行が多い

b.遅 延、暇疵等による採算割れリスクが大き

い

収益性に乏しい

その他
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3.2受 託事業の範囲 と形態

全般的 に見 ると、受託事業 を行 う企業の9割 近 くはシステム仕様設計 からプログラ ミン

グ工程 まで を手掛 けているが、システム企画 ・評価 ・計画策定や保守、運用工程の受託比

率 は低い。 しか し、システムインテグレータは、 システム企画 ・評価 ・計画策定や保守 ・

運用 を含めたシステム開発 ・運用一貫サー ビスを提供す るケース も多い。

本調査の回答企業の契約先は最終顧客が59.9%と 多 く、他の受託事業者か らの二次請 け

負いは比較的少ない。

受託事業の範囲(N=222)

団a.システム企画 ・評価 ・計画策定

口c.詳 細 設計

■e.保 守

0%10%20%

図b.シ ステム仕 様 設 計

口d.フ 。ロク"ラミンク"

悶f.運 用

40%50%60%70%

受託プロジェクトの契約先(N=222)

口d.他 のSI/ソ フ トウ ェ ア業

者

■e.他 のSO/計 算 セ ン ター
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3.3事 業遂行上の問題点',

最 も大 きな事業遂行上の問題 は、「人材確保が難 しい」 である。次いで 「受注後 の仕様

変更が多い」、「受注単価が低い」が続いている。.

事業遂行上の問題点(N=222)

人材確保が難しい

受注後の仕様変更が多い

受注単価が低い

新規顧客の開拓が難 しい

収益性が乏 しい

遅延、暇疵等による採算割れリスクが大き

い

g.人 材教育が難 しい

安定顧客の確保が難 しい

取引 ・開発方法に関する顧客 との認識の差

異

その他
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4.研 究開発 の取 り組み

4.1研 究開発 の認識 と取 り組み

研 究開発 に関 しては、「経営上の重要課題であ り、積極的に取 り組んでいる」企業 は2

割 に留 まってお り、8割 近 くが研究 開発に十分取 り組め ていない。 「経営上の必要性 は低

いため、十分取 り組めていない」 とす る企業が8.3%あ るが、70.4%が 「経営上の必要性は

感 じているが、十分取 り組めてい ない」企業である。今後注力す る事業別に見 ると、パ ッ

ケージ事業 を指向する企業では、「経営上の重要課題であ り、積極 的に取 り組 んでいる」

が26.0%と なってお り、他の タイプよりも積極的である。

研究開発の認識と取り組み(N=240)

國a.経 営上の必要性は低いため、十分取 り組んでいない

■b.経 営上の必要性は感 じているが、十分取 り組めていない

ロc.経 営の重要課題であり、積極的に取 り組んでいる

田無回答

21



4.2研 究開発に取 り組 めない理由

研究開発 に十分 に取 り組めていない企業 については、「研 究開発 を行 える人材 の時間的

余裕が無い」、「投資で きる資金余裕がない」が取 り組めない大 きな理由 として挙 げられて

い る。特 に、「人材の時 間的余裕がない」は 「人材がいない」 を上回ってお り、業務 に追

われる中で、研究開発 に時間を割 く難 しさを表 している。

今後注力する事業 タイプ別 に見 ると、パ ッケージ事業に注力す る企業では、 「研 究開発

を行 える人材の時間的余裕が無い」が全体の平均 以上 に高い回答 を得ているとともに、「投

資のための資金 を調達で きない」が回答率は低い ものの他のタイプに比べ高 くなっている。

研究開発 に取 り組めない理 由(N=169)

b.研 究開発 を行える人材の時間的余裕がな

い

圏SI(N=55)

0%20%

ロ 全 体(N=169)

60%80%100%
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4.3売 上高研究開発投資比率 と特許件数

売上高研究開発投資比率は、「な し」 とす る企業 も11%あ るが、20%以 上 とい う企業 ま

で多様である。 しか し、パ ッケージ事業 に今後注力 しようとする企業の2割 強は、5%以 上

の研究開発投資 を行 ってお り、他の企業 タイプと比較 して研 究開発 に対する意識の高 さが

認め られる。

特許件数 については、6割 の企業が特許 を保有 してお らず、最 も多い企業 は75件 であ

った。

売上高研究開発投資比率(N=240)

囲 無 回 答 固a.な し ロb.0.5%未 満 ロc.0.5%以 上 ～1%未 満

■d.1%以 上 ～2%未 満 圃e.2%以 上 ～3%未 満 留f.3%以 上 ～5%未 満 国g,5%以 上 ～10%未 満

■h.10%以 上 ～20%未 満 圏i.20%以 上

特許件数(出 願中のものを含む)(Nニ240)

特許件数 回答数 %

0 150 62.5

1 22 9.2

2 10 4.2

3 3 1.3

4 2 0.8

5 7 2.9

6 3 1.3

8 1 0.4

10 4 1.7

17 1 0.4

36 1 0.4

50 1 0.4

75 1 0.4

小 計 206 85.8

無回答 34 14.2

合 計 240 100
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4.4今 後の研究開発投資計画

今後の研究開発投資 については、 「現行水準 を維持す る」企業が過半数 を占めたが、「拡

大する」 とい う企業 も4割 ある。

今後の研究開発投資計画(N=240)

24
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4.5研 究開発 の目的 と貢献}」

研究 開発 を行 う企業 は、「外販のための製品開発」、「新規事業化」等事業 に直結 した 目

的 を有 してお り、「基盤技術の開発」、「学術研究」 といった目的は低 くなっている。

その反面、研究開発は事業に 「現在 のところ直接貢献 していない」 とい う回答が55.8%

となっている。

研究開発の目的/領 域(N=240)

c.外 販のための製品開発

d.新 規事業化(パ イロットプロジェクト

含)

e.自 社開発環境/ツ ールの開発

基盤技術(製 品/事 業シーズ)の 開発

開発方法論/手 法の開発

a.学 術研究

g.そ の他

研究開発の貢献度(N=240)

日a.貢 献 している(新 事業/

新 製品として収益を上げ

る)

■b.現 在の ところ直接貢献 し

ていない

口無 回答 .
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4.6大 学 ・研究機 関等 と共同研究

大学 ・研究機関等 との共同研 究を行 っている企業は、「現在行 っている」14.6%、 「過去

に行 ったことがある」12.5%と 少ない。

共同研究 を行 う企業は、「製品化/事 業化」 を主要な目的 としているが、「製品化 シーズ

の探索/探 求」 を目的 とする企業 も多 い。 また、 「人的交流/ネ ットワークづ くり」 とい

う位置づけも有 している。

大学・研究機関等と共同研究(N=240)

田a.現 在行っている

2・5%囲b .過 去 に行ったことがある

口c.行 っていない

口無回答

共 同研究の期待(N=65)

c.製 品化/事 業化

人的交流/ネ ットワークづ く

b.製 品化シーズの探索/探 求

人材の研修/教 育

e.社 会的貢献/パ ブリシティ

学術研究

g.国 、業界に対する貢献

その他
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共同研究 を行 う上での問題 としては、 「研究者情報の不足」、 「企業 と大学等 との研 究目

的の乖離」が大 きい。特 に、共同研 究を行 ったことがない企業か らは 「研究者情報の不足」

が、共同研 究を経験 した企業か らは 「企業 と大学等 との研究 目的の乖離」が指摘 されてい

る。

共同研究を行う上での問題(N=240)

画共同研究 を行っている/行 ったことがある 國共同研究を行ったことがない 口全体

0%5%10%15%20%25%30%35%40%45%50%

a.研 究者情報の不足

b.共 同研究に関する大学等側の硬直的制

度

c。企業と大学等との研究目的の乖離

研究成果 ・知的所有権の取 り扱い不備

その他
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4.7国 による研究開発支援制度の利用

回答企業の8割 は国による研究開発支援制度を利用 した ことがない。

利用 したことがある企業か らは、「製品化/事 業に貢献 した」 という評価が37.2%あ る

ものの、「報告 ・事務面 での制約が多い」 とい う問題指摘が46.5%と 上回っている。その

他、「普及促進 ・フォローアップが足 りない」、「資金使途面 での制約が多い」 といった問

題点 も2割 の企業か ら指摘 されている。

国による研究開発支援制度の利用(N=240)

国による研究開発支援制度(N=43)

報告 ・事務面での制約が多い

製品化/事 業化に貢献した

技術シーズの開発に役立つ

h.普 及促進 ・フォローアップが足 りない

資金使途面での制約が多い

e.体 制面での制約が多い

d.人 的交流/ネ ットワークづくりに役だっ
た

学術研究 としての成果につながる

i.そ の他
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5.営 業/市 場開拓

5.1自 社の問題/チ ャネル/パ ー トナーに関する問題'

営業/市 場 開拓する上での 自社の問題点は 「コンサルティングセールスで きる人材がい

ない」、「営業組織の展開が不十分で競争力が弱い」、「提案書作成力が弱い」等 ここで も人

材 に関連する問題が指摘 されている。販売力力1業績 を左右するパ ッケージソフ ト開発業者

に関 しては、「メデ ィア/セ ミナー を通 じた情報発信、宣伝が弱い」の回答 も比較的多 い。

自社の問題/チ ャネル/パ ートナーに関する問題(今後の注力事業分野別)

薗SI(N=73)

0%

提案書作成力が弱い

見積方法/手 法の力が弱い

価格/諸 条件の交渉力が弱い

コンサルティングセールスができる人材が

いない

e.営 業組織の展開が不十分で競争力が弱い

f.メ ディナ/セ ミナーを通 じた情報発信、

伝が弱い

g.共 同受注のための適切な主契約企業やパー
トナーを見出すことが難 しい

h.パ ッケージ製品のバン ドル先が開拓 しにく
い

i・デブ㌶ 遷 髪 鑑 璽1㌘ ラ ム・

口全体(N=240)

20%30%40%
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5.2国 内市場全般 の問題/官 公庁市場の問題

国内市場全般お よび官公庁市場 の問題 としては 「開発見積は機能ベースでな く工数ベ ー

スが中心である」、「保守費用の必要性の認識が不 十分」「入札、公募 の情報が アクセス し

に くい」 「応札上、業者登録、資格審査が厳 しく、中小業者の参入障壁 となる」 との指摘

が多い。

国内市場全般の問題/官 公庁市場の問題(今後の注力事業分野別)

団パ ッケージ(N=96)

開発見積は機能ベースでなく工数ベースが

中心である

k.保 守費用の必要性の認識が不十分である

継続取引や実績が重視 され、新規業者を受

け入れない傾向がある

ソフトウェアは個別開発指向で、パッケー

ジ採用が敬遠される

n.ソ フト開発/運 用業務が内製指向で、外部

業者の利用度が低い

実績やリスク回避が重視され、新技術の採

用に消極的である

情報投資を戦略的に意思決定できる経営責

任者/情 報担当役員(CIO)が 少ない

システム/製 品/技 術 を適切に評価できる

情報部門担当者が少ない

応札上、業者登録、資格審査が厳 しく、中

小業者の参入障壁 となる

開発ライフサイクルをとおした一括発注が

多 く、専門業者の参入障壁が大きい

随意契約等による継続取引を前提 とした業

者選定、価格設定が多い

指名競争入札が多く一般競争入札が適切に,"
運用されにくい

入札、公募の情報がアクセスしにくい

w.評 価方法、採択結果等 に関する情報の透明

性が不十分である

ロ全体(N=240)
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6.資 金調達等

6.1資 金調達の状況

回答企業の6割 強 は 「現在長短資金計画上特 に問題 ない」 としているが、 「運転資金の

資金繰 りが難 しい」 という企業が23.8%あ る。 また、「投資のための長期資金調達 に困っ

ている」 とい う企業 も16.3%あ る。特 に、今後パ ッケージ事業を指向 しようとす る企業で

は、「運転資金の資金繰 りが難 しい」が31.3%、 「投資のための長期資金調達 に困ってい る」

が20.8%と 問題 を抱 える企業が多 くなっている。

資金調達の状況(今後の注力事業分野別)

闘SI(N=73)

0%10%

運転資金の資金繰 りが難 しい

投資のための長期資金調達に困ってい

る

d.借 入金の返済が難 しい

ロ全体(N=240)

40%50%60%70%
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6.2資 金調達 ・財務管理上の問題点

資金調達'・財務管理上の問題 としては、「担保が少 ない」が57.ら%と 多い。それに次いで、

「税制面 で投資のための内部留保が しに くい」が指摘 されている。

特 に、今後 パ ッケー ジ事業 に注力 しよう とす る企 業で は、 「担保 が少 ない4が64・6%・ ま

た 「ベ ンチ ャーキャピタル等の投資環境が整 っていない」 の指摘 も14.6%あ り、担保融資

が中心である点が資金調達のボ トルネ ックになっていることが うかがえる。

資金調達・財務管理上の問題点(今後の注力事業分野別)

團SI(N=73)

0%10%

担保が少ない

ベンチャーキャピタル等の投資環境が整っ

ていない

税制の面で投資のための内部留保がしにく
い

t]全 体(N=240)

30%40%50%
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6.3資 金調達支援策の利用 と評価

国の資金調達支援策では、4割 の企業が 「政府系金融機 関の制度融資」 を利用 し、3割

弱の企業が 「政府系金融機関の債務保証制度」 を利用 している。特 に、今後パ ッケージに

注力 しようとする企業での両制度の利用比率 は高 く、 「政府系金融機関の制度融資」は5

割近 くの企業が利用 している。

利用 してい る企業の6割 か らは、「経営 に役立 っている」 と評価 されてい るが、 「限度

額 ・免除が少 ない」、「事務手続 きが煩雑である」 といった問題 も指摘 されている。

資金調達支援策の利用(今 後の注力事業分野別)

囲a.政 府系機関の債務保証

0%10%

圏b.政 府系金融機関の制度融資

20%30%40%50% 60%

パ ッ ケ ー ジ(N=96)

SI(N=73)

全 体(N=240)

卜ll
.17、1燕皐蕊一 一

「ll

∩丹1..,
繰一 蹴 －

Lw__ww_w_w」_____町 、..

R灘違一 浴一 畦… 溺惑OAAO「

37 0%

12.1%

9.0%

資金調達支援策評価(今後の注力事業分野別)

経営に役立っている

b.事 務手続 きが煩雑であ

る

c.担 保設定が厳 しい

d.決 定までに時間がかか

る

e.限 度額 ・免除が少ない

留SI(N=36)

10%20%

ロ 全体(N=130)

40%50%60%
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7.ソ フトウェア産業振興のための国の役割と政策

ソフ トウェア産業は今後の経営改善、事業展開に向けて、国 や政策 に対 して どの ような

要望 を持っているだろうか。本調査 では、「人材育成の支援」、「需要の創出」、「研究開発」、

「インフラ環境整備」、「市場 ・取引環境整備」、「資金面 に関する経営支援」 の各テーマ ご

とに国の役割や政策に対するニーズ を聴取 した。各企業の今後の事業方向 と密接 な関係が

あると考 えられるため、各テーマごとに注力す る事業分野 との関係 を含め、検討する。

7.1人 材育成の支援 ～ 教育 ・研修環境の整備 と補助

今回の調査の中で、最 も要望の高かったものは、人材育成に関 してであった。

「民間企業 における情報処理教育面 での優遇税制制度 を導入する」 を73.3%の 企業が望

んでいる。具体的な展開方策については不明確 な面があ るが、ソフ トウェア業界企業の多

くが人材獲得や人材育成 に腐心 していることの証左 であろう。前述のように 「人材の獲得」

はソフ トウェア企業の最大の経営課題であ った。 また受託 ソフ ト開発事業 における問題点

としても 「人材確保が難 しい」 ことが第一 に上 げ られていた。その反面、 「人材教育 ・研

修の充実度」 の今後の重要性 を認識 しなが らも、現状では受託 開発業務 に追われ、教育 ・

研修が疎かになっている企業が多いと思われる。

企業外 における教育 ・研修施設の整備や、当該施設等 における教育 ・研修機会(例 えば

情報処理技術資格取得者 の再教育等)の 拡大 を図 るとともに、各企業がそれ らを利用する

ための補助や奨励 を行 うことが有効 と思 われる。

また、自由記述回答 には、『"情報処理"技 術ではな く、"情報活用"技 術 に関するユーザ

ー教育の推進が大切です』との意見があ り、業界企業だけでなく顧客側の教育 とスキルアッ

プの重要性が指摘 されている。

人材育成に関する国の役割/政 策ニーズ(今後の注力事業分野別)

a.産 官学の人材交流を活発化させる

b.民 間企業における情報処理教育面での優遇税制

制度を導入する

0%20%40%60%80%

21.9%

27.4%

23.8%

%

70.8

'一

発化させる

の優遇税制

c.そ の他

(N=96)

褒9.繍

73.

A

ラ.3%

9.6%

8.3%

口SI'(N=73)固 全 体(N=240)
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7.2需 要の創出 ～ 官公庁、産業の情報化 、中小企業の情報化の促進支援

需要創造面での国の役割に対する期待 も大 きい。

「中小企業の情報化 を促進するための税制補助 を拡大する」 を、57.5%の 企 業が要望 し

ている。今回の回答企業 は小規模 な独立系 ソフ トウェア業が多 く、かつ受託 プロジェク ト

の契約先は最終ユ ーザ企業が半数以上 を占めている(59 .9%)。 したが って、顧 客 自体の中

小企業 の比率 も高いと考 えられる。 日本の中小規模 ソフ トウェア業にとって、最 も期待 さ

れる市場 の拡大は、中小企業の情報化促進 によって加速 されるもの と考えられる。

比較的経営規模の大 きいSI事 業 を指向す る企業では、 「官公庁 における情 報化を加速

し、政府調達市場 を拡大する」や 「産業の情報化 を促進するための実験 プロジェク トを推

進 ・支援する」 といった項 目が高い回答率 になっている。

パ ッケー ジ事業注力企業の3分 の2の 企業は、「システム開発/ソ フ トウェア調達に関

する優遇税制 を導入 し、パ ッケージ製品購入 による情報化投資 を促進 させ る」 を希望 して

いる。パ ッケージ利用比率が低い 日本市場 においてパ ッケージ事業 を育成するためには、

情報化投資の拡大だけではな く、パ ッケージソフ ト調達の奨励策 を併せて考 える必要があ

ろう。

需要の創出に関する国の役割/政 策ニーズ(今後の注力事業分野別)

官公庁における情報化を加速し、政府調達市場

を拡大する

産業の情報化を促進するための実験開発プロ

ジェクトを推進 ・支援する

中小企業の情報化を促進するための税制補助を

拡大する

システム開発/ソ フトウェア調達に関する優遇

税制 を導入 し、パ ッケージ製品購入による情報化投

資 を促進させる

35



7.3研 究開発 ～ ベンチ ャー支援 とパ ッケージ製品開発の支援

研究開発支援 は、情報産業振興のために従来か ら国が積極 的に注力 して きた施策であ

る。パ ッケージ事業 に注力する企業では、「パ ッケージ製品 を開発 し、商品化/企 業化す

るソフ トウェ.ア企業 に対 して補助金等 により支援す る」(63.5%)、 「ベ ンチャー企業 を対象

とした公募型研 究開発 プロジェ'クトの枠 を拡大す る」(42 .7%)に 対する要望が多 い。 自由

回答 の中 にも、『産業界 は創造性 を求める要素技 術開発 より応用技術開発の振興 を望んで

いる』、『国 レベルでな く地方の レベ ルにおいて対象 として欲 しい。地域の中小 ソフ トウェ

ア企業が国の支援 を受 ける施策が見 当 らない』 の ように中小 のベ ンチ ャーに対す る支援

や、要素技術 開発 ではな く応用開発 を支援すべ きとする指摘がある。

一方SIを 指向する企業では
、「ソフ トウェア開発技術、 ソフ トウェアエンジニアリング

の研究開発 を促進 し、ソフ トウェア生産性の向上 を支援する」(54 .8%)の 回答が多い。

研究開発に関する国の役割/政 策ニーズ(今後の注力事業分野別)

a.省 庁 の上 に研究開発政策決定機関を設置 し、国

家の科学技術政策に関 して、重点領域,重 点テーマ

を戦略的に策定する

b.商 品化/実 用化 までを視野に入れた一貫開発プ

ロジェク トの枠を拡大する

c.産 官学融合の研究開発プロジェク ト支援 を強化

する

ベンチャー企業を対象とした公募型研究開発プ

ロジェクトの枠 を拡大する

e.公 募研究開発プロジェク トの採否に関 して、レ

フリーによる評価制度の整備や情報公開等を推進

し、採択プロセスの明瞭化 と競争促進を図る

f.ソ フ トウェア開発技術、ソフ トウェアエ ンジニ

アリングの研究開発 を促進 し、ソフ トウェア生産性

の向上を支援する

g.パ ッケージ製品を開発 し、商品化/企 業化する

ソフト'ウェア企業に対して補助金等により支援する

コンポーネン ト・部品による開発生産性向上の

ための研究開発を推進支援する

i.非 公 的機関によるデファク ト標準 に関与するた

めの各種活動を支援する
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7.4イ ン フラ環 境整備 ～ 研 究成 果 ・'ソフ トウェア情 報の共 有 と公開

イ ンフ ラ環 境 の 整 備 で は、 「研 究 開 発 の ため の 実験 用 通 信 ネ ッ トワー ク イシ フ ラ を整

備 ・提 供 す る」(43.3%)と と もに、 「国が 開発 した研 究成 果 ・ソフ トウェア に関 す る デー タ

ベ ース を整 備 し、公 開す る」(44 .2%)の 要望 が多 く、特 にパ ッケ ー ジ注 力企 業 で47.9%と 高

くな ってい る。

また 、SIに 注 力 す る企 業 で は、 「電子 商取 引 やCALS等 の分 野 にお い て、研 究 開発 成

果 や試 作 製 品 を試験 ・評 価 す るた めの テス トベ ッ ドを整備 す る」 も31.5%と 高 くな って い

る。

インフラ環境整備に関する国の役割/政 策ニーズ(今後の注力事業分野別)

a.研 究 開発のための実験用通信 ネットワークイン

フラを整備 ・提供する

マルチメディア関連技術の共同利用施設を整

備 ・提供する

電子商取引やCALS等 の分野において、研究

開発成果や試作製品を試験 ・評価するためのテス ト

ベ ッドを整備する

国が開発 した研究成果 ・ソフ トウェアに関する

データベースを整備 し、公開する
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7.5市 場 ・取 引環境 の 改善 ～ 取 引共通 フ レーム ワー クに よるSl、 専 門企 業の育成

市場 ・取引環境の面での改善要望 も多い。

SI注 力企業か らは、「ソフ トウェア取引 に関する共通 フレームワークを整備 ・普及 させ、

SI事 業者 と専門的企業の育成を図る」の要望が60.3%と 高 くなっている。また、「行政機

関の調達情報 を情報 ネ ットワークにより公開 し、 よりアクセス しやす くする」(42.5%)に 対

する要望 も多い。

自由記述回答の中に もさまざまな指摘があった。 『開発側 と使用 する側 に、技術面で大

きな差がある。この差 を無 くし、保守サポー ト部門が活か される様 な体制作 りが必要』、『利

用者の意識改革のための環境構築 を望 む』の意見があ り、管理面、技術面に関す る供給側

と需要側のギャップを埋めてい くことも重要と考 えられる。

また、『官公庁の ビジネスに新規参入するのが難 しい。業者登録制度が大 きな弊害 にな

っている』、『官公庁市場 で、 ソフ トウェアの質 を問わず、ただ金額の入札 は、これで本 当

にいいのだろ うか』、『常識外 の安値 で入札する業者が落札す る。中小企業は、物件 ごとに

採算が合わないとやって行 けないので厳 しい』、『官公庁は、す ぐメーカーでなければ…の

言 によって、中小 のパ ッケージメー カーを受け入れない。官公庁 に最低価格制 の導入が欲

しい』、『大手ベ ンダ、 メーカーが何 でも手 を出 しす ぎる1』 等政府調達 に関す る問題指摘

も多い。資格審査 ・業者登録制度の見直 し、入札 における総合評価落札方式の導入等が期

待 される。

市場・取引環境の改善に関する国の役割/政 策ニーズ(今後の注力事業分野別)

ソフトウェア取引に関する共通フレームワーク

を整備 ・普及させ、SI事 業者 と専門的企業の育成

を図る

独占禁止法等の運用を適正化し、公正な競争
を促進する

WTO(世 界貿易機関)の 政府調達協定等に

即し、政府 ・公共市場における一般競争入札や総合

評価による落札方式を拡大する

d.行 政機関の調達情報 を情報ネットワークにより

公開し、よりアクセス しやす くする
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7.6資 金面 での経営支援 ～ ベ ンチャー育成のための融資から投資への展開

資金面での経営支援 に関 しては、全般的に 「政府系金融機関における融資制度枠 を拡大

する」(50.4%)、 「政府系金融機 関における債務保証制度 を充実 させる」(38.8%)を 指摘する

声が多い。 自由回答で も、政府系金融機関の制度融資 に関 してさまざまな問題指摘、意向

が指摘 されてお り、『(無利子)無 担保の融資 を大幅に増や して中小企業 に十分 にい きわた

るように して欲 しい』 といった意見が提示 されている。

パ ッケージ事業注力企業では、「ベ ンチ ャー企業へ の投資 を活性化するため投資家に対

する優遇税制 を整備す る」(35.4%)、 「ベ ンチ ャーキャピタル事業を拡大す るための環境整

備 を支援する」(28.1%)も 高 くなっている。これ らの点に関 しては、民間金融機関 を含めて、

担保重視 の融資制度 に関 して不満 を指摘 する企業が多 い。 『企業規模 でな く、その企業の

保有 している技術 や、成長率等で査定する制度の充実 を望む』の指摘 の ようにソフ トウェ

ア担保融資制度の導入普及 も期待 される。

また、資金調達 ・財 務管理上の問題 と しては、株式公 開やベ ンチ ャーキャピタルに関す

る意 向は少 ないが、 「担保が少 ない」(57.5%)、 「税制の面で投資のための内部留保が しに

くい」(36.7%)が 上 げられている。 自由回答の 中で も 『儲かるが税が高い。 だか ら儲か ら

ない ときに内部留保がわずか』 とい う声があった。

資金面での経営支援に関する国の役割/政 策ニーズ(今後の注力事業分野別)

a.政 府 系金融機関における債務保証制度を充実さ

せる

c.政 府系金融機関における債務保証、融資に関す
る事務手続きを簡素化する

d.ベ ンチャーキャピタル事業 を拡大するための環

境整備 を支援する

e.ベ ンチャー企業への投資を活性化するため投資 ・

家に対する優遇税制を整備する
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8.総 括

以上の考察や調査結果 に基づ き、本調査の まとめ として 日本の ソフ トウェア産業振興の

ための国の役割/政 策課題についての示唆 を整理する。

8.1ソ フ トウェア産業の タイプと育成方向

従来から指摘 されているように現在 の日本の ソフ トウェア産業はお もに受託型 ソフ ト開

発事業が主体 となっている(64.2%)。 しか し、今回の調査では今後の注力事業分野 に関 し

て下記の ようない くつかのタイプが存在することが認め られた。

・受託開発踏襲企業(16 .7%):伝 統的な受託 ソフ ト開発 を継続す る企業群

・SI事 業指向企業(30 .4%):SI、 あるいはSOな ど受託事業の高付加価値化 を指向す

る企業群

・パ ッケージ事業指向企業(40 .0%):パ ッケージ事業 に参入 しようとす る企業群

そ して、 これらのおのおののタイプごとに抱える経営課題 や政策ニーズの差異が存在する。

産業 としての収益性、今後の成長性、 さらには情報サ ービス産業 ・エ レク トロニクス全

般 に対する影響力、波及効果 を考 えた場合、パ ッケージ事業 はソフ トウェア産業の中で も

戦略的に最 も重要な事業分野 とい える。パ ッケージ事業指 向企業が4割 に達 していること

に期待が持てる ものの、米国企業の躍進に対 して日本企業 は劣勢 を余儀 な くされているの

が現状である。一方、業務知識や コミュニケーシ ョンカが重要視 される受託 ソフ トウェア

開発 では、パ ッケージ事業 に比べ、 日本市場 における国内企業の優位性 は高い。 しか し、

経営 システムの グローバルスタンダー ド化や、情報技術 、ソフ トウェア工学等の技術力 を

背景 に、この分野で も国際競争が始 まっている。 したがって、各企業は既存顧客資産 を維

持 しなが ら、生産性の向上、サー ビス内容の差別化、高付加価値化 を進める必要があろう。

したが って、国際競争が激化す る状況で、 日本の ソフ トウェア産業の活性化 と振興 を考

えたとき、特 に、パ ッケージ事業指向企業、SI事 業指向企業の2つ の企業群の事業転換 を

支援 し、促進することが重要 といえる。両企業 タイプ育成のための主要政策課題は次 のよ

うに整理することがで きる。

主要政策課題

施策分野
、

パ ッケージ事業指向企業 S正事業指向企業

市場拡大 ・中小企業等へのパ ッケージ導入補助 ・ソフ トウェア開発取引の適正化 と

官公庁/産 業情報化の加速による

市場拡大

研究開発 ・ベンチャー育成のための製品化まで

を視野に入れた研究開発支援

・生産性向上のための研究開発支援

経営支援 ・融資 ・債務保証 の拡 充 とベ ンチ ャー

投 資環境 の整備

・人材育成環境の整備 と支援

環境整備 ・産官学 ・企業間提携を促進するため

のインフラ環境整備

一
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8.2パ ッケージ事業指向企業育成の政策課題

(1)中 小企業等に対するパッケージ導 入補 助によるパッケージ市場拡大

パ ッケージ事業を主事業 としている企業では、経営課題 として 「新規顧客 ・市場の拡大」

(68.8%)が 第一 に挙 げられている。 また、現在パ ッケージ事業 を行 っている企業の事業

上の問題 として も 「市場 開拓が難 しい」(41.8%)「 市場 ・顧客の需要が小 さい」(31 .6%)

といった点が上位 を占めている。

この ような背景か ら、パ ッケージ事業 を指向す る企業では 「シス テム開発/ソ フ トウェ

ア調達 に関する優遇税制 を導入 し、パ ッケージ製品購入 による情報化投資 を促進 させ る」

に高い期待 を寄せていた(66.7%)。 パ ッケージ活用の啓発活動 とその支援制度が求められ

る。

また、「中小企業の情報化 を促進 するための税制補助 を拡大する」(53.1%)の 指摘 も多

か った。中小企業市場 は、商慣習、 日本語 といったローカリゼーシ ョンの重要性 も高 く諸

外 国の大手ベ ンダーが参入 しに くい分野で もある。国内パ ッケージ事業者に とって有望 な

テーマ と考え られる。

したがって、政府調達におけるソフ トウェアパ ッケージ比率の拡大、中小規模 のソフ ト

ウェア業の中心顧客である中小企業に対するパ ッケージ導入の補助 ・優遇制度が有効 とい

える。

(2)ベ ンチャー育成のための製品化 までを視 野に入れた研究開発支援

研究開発 に関す る政策 としては、パ ッケージ事業指向企業の中では 「パ ッケージ製品を

開発 し、商 品化/企 業化 す る ソ フ トウェ ア企業 に対 して補助 金等 に よ り支援 す る」

(63.5%)や 、「ベ ンチ ャー企業 を対象 と した公募型研究開発 プ ロジェク トの枠 を拡大す

る」(42.7%)の 希望が多い。記述回答で も、『これまでの研究開発支援が大企業や技術 開

発 に重点 を置 きす ぎている』 という指摘 が散見された。パ ッケージ開発 にかかる投資費用

比率が、試験研究1割 強、その後の製品開発7割 弱、マーケテ ィング2割 とい う調査結果

を踏 まえると、特定プ ログラム委託開発等 においてベ ンチャー企業 を対象 とした製品化段

階 に対する適用拡大が求められている。

(3)融 資 ・債 務保証の拡 充とベンチャー投資環境の整備による財務支援

今回の調査 では、パ ッケージ事業 を行 う上で経営資源が大 きなボ トルネ ックになってい

る ことが明 らかになった。最 も大 きい点は事業化 ・製品開発のための財務力である。パ ッ

ケージ事業 を主事業 ど している企業の約半数が 「財務体質の改善」 を経営課題 として挙げ

ている。研究開発の必要性 を認めなが らも、「投資 できる資金余裕がない」(56 .1%)た め

十分取 り組めていない という傾向 も示 されている。具体的 な政策ニーズ として は、「政府

系金融機 関における融資制度枠 を拡 大する」(51.0%)、 「政府系金融機関における債務保証

制度 を充実 させる」(42.7%)の 希望が高い。現行制度の拡充が必要 といえる。

また、パ ッケージ事業指向企業では、他の企業 に比較 して 「ベ ンチ ャーキャピタル事業

を拡大す るための環境整備 を支援 する」(28.1%)も 高い回答率をえている。受託 ソフ ト開
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発が中心 の経営では、運転資金確保のための融資が資金調達の主眼であるが、パ ッケージ

事業には研究開発 、製品開発等の事業化のための先行投資が不可欠である。 そこで、担保

融資中心 の資金調達で なく、ベ ンチャー企業、事業 に対 して投資資金 を供給するための金

融環境 を整備す ることが求め られる。ベ ンチャー投資に対する優遇税制や、土地、建物等

の物的担保が乏 しいソフ トウェア企業に対す るソフ トウェア担保融資が有効 な手段 と考 え

られる。普及 ・拡大 に向けては、担保 ・質権設定のための知的財産権の登録制度の整備、

評価のためのソフ トウェア事業会計の標準化、事業 ・ソフ トウェア評価のための第三者機

関の育成等が必要である。政府系金融機関におけるソフ トウェア担保融資の拡大や債務保

証制度の拡充 も普及加速のための有効な施策 となろう。

(4)産官学 ・企業間提携を促進するためのインフラ環境整備

パ ッケージ事業推進の担 い手 として期待 される中小のベ ンチ ャー企業は、経営資源 を差

別化するコア技術 ・機能 に充て、その他 の経営機能に関 して外部 リソースを活用する傾 向

にある。いわゆるネ ッ トワーク組織 、バーチ ャルコーポレーシ ョンがダイナミックに編成

される環境 ・産業構造が必要である。すなわち、事 業プランナー、研究開発、商品化、マ

ーケター
、 ファイナ ンス といった経営機能 ごとに独立 した専門企業が連携す ることもあ り

うる。

今回の調査の中のパ ッケージ事業指向企業は、基本的にはパ ッケージソフ トを商品化 し、

販売する事業 を行 おうとしている企業であるが、前述の ようにファイナンスでは外部の支

援 を必要 としている。 また、「国が開発 した研究成果 ・ソフ トウェアに関するデー タベー

スを整備 し、公 開する」(47.9%)の 意向が高い等、研究開発の面で も外部機関の活用 を検

討 している企業が少 な くない。記述回答 には、『気軽 に研究開発の相談及び相手 を探 し出

す ような機関が欲 しい』 といった要望があった。

8.3Sl事 業指向企業育成の政策課題

(1)ソフトウェア開発取引の適正化と官公庁/産 業情報化の加速による市場拡大

受託ソフ トウェア開発事業の高付加価値化 を図るためには、顧客側 を含めた委託開発の

取引のあ り方 を改善す ることが重要である。 日本 におけるこれ までの委託 ソフ トウェア開

発は、システム開発方法、発注側 と受託側の役割分担、仕様変更の取 り扱い等 について不

明確 な部分が多 く、通常受注側 に負担が強い られる場合が多い。特 に、 「受注後の仕様変

更が多い」(42.3%)の 指摘が多かった。政策ニーズ として 「ソフ トウェア取引に関する共

通 フレームワークを整備 ・普及 させ、SI事 業者 と専門的企業の育成 を図 る」(60.3%)が

求められている。

SI事 業に関す る需要創 出施策 として、「官公庁における情報化 を加速 し、政府調達市場

を拡大す る」(43.8%)が 直接的な効果 につなが る。ただ しこの場合 も、「行政機 関の調達

情報 を情報ネ ッ トワークにより公 開 し、よ りアクセス しやす くする」(42.5%)、 総合評価

方式の導入等 によって、オープ ンで公正 な競争 を促進す ることが重要な条件 といえる。

「産業の情報化 を促進するための実験開発 プロジェク トを推進 ・支援する」(27.4%)の 回

答率 はそれほど高 くないが、実用システム として展 開 してい くことがで きれば波及効果 は
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大 きい とい える。

(2)生 産性向上のための研究開発支援

SIを 主事業 としている企業では、人材の確保 ・育成 に加えて、 「生産性向上、開発 コス

トの低減」(47.2%)が 重要 な経営課題 として挙 げられている。 そのため、SI事 業指向企

業では 「ソフ トウェア開発技術、 ソフ トウェアエ ンジニア リングの研究開発 を促進 し、 ソ

フ トウェア生産性の向上 を支援 する」(54.8%)に 対す る要望 も多い。SI事 業では、基幹

業務 に係 る事務 システムが中心であ り、この領域 における生産技術向上 の研究開発 を実務

的な観点か ら実施す る必要がある。

(3)人 材育成環境の整備 と支援

受託型事業の本質は人材 にある。事業規模は需要 に対応で きる技術者の数に依存する。

そのため、経営課題 として 「人材の獲得」(SIを 主力事業 とす る企業:66.7%、 受託 ソフ

ト開発 を主力事業 とす る企業:64.9%)、 事業遂行上の問題 として 「人材確保が難 しい」

(44.1%)が 高 くなっている。今後は、さらに量だけではな く、差別化、高付加価値化の

ための質が問われる時代 になる。 「人材教育 ・研修 の充実度」 の今後の重要性 を認識 しな

が らも、受託開発業務 に追われ、教育 ・研修が疎かにな り、教育 ・研修 の現状評価が低 く

なっている企業が多い1。

本調査 の政策ニーズで、「民 間企業 における情報処理教育面 での優遇税制制度 を導入す

る」(79.5%)が 最 も回答が多かったのはこのような背景 を物語 っている。企業外 における

共同教育 ・研修施設の整備 や、当該施設等 における教育 ・研修機会(例 えば情報処理技術

資格取得者の再教育等)の 拡大 を図 るとともに、各企業がそれ らを利用するための補助や

奨励 を行 うことが有効 と思われる。

8.4政 策展開上の課題

以上の政策 を具体化 ・展開する上では、次の点を併せて考慮する ことが重要 といえる。

(1)これまでの施策の問題と実施評価機能の必要性

今回の調査では、 これ までの施策 に対する問題指摘 もされている。

研究開発支援施策 に関 しては、「製品化/事 業化 に貢献 した」(37.2%)と いう評価以上

に、「報告 ・事務面での制約が多い」(46.5%)と い う回答が多か った。 また、記述 回答 の

中には、『公募型研究開発 プロジェク トの選択が、将来性や市場性 を踏 まえた決定 とは思

えない』、 『大企業 を重視す る』 とい ったテーマ選定や選定方法 に関す る問題指摘が あっ

た。

融資 ・債務保証 に関 しては、『担保が前提であ り、資金調達が で きない(ソ フ ト産業 に

不動産担保 を求めて も無理)』 といった民 間金融機関の融資姿勢 に対す る不満が多いこ と

に加 えて、一部 には政府系金融機関の融資 ・債務保証の運用 も硬直的で、民 間金融の補完

になっていないと評価 されている。

調査結果か らは、「特定 プログラム委託開発」、 「汎用 プログラム準備金制度」等の既存

1調 査 結果に よれば
、重 要性 は1-3点 尺 度中平均2.6、 現 状 は評価1-3点 尺 度 中平均1.44だ った。
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の制度 ・施策が十分活用 されていない と思われる点 も多い。 また、記述回答には 『プログ

ラム準備金の引当率が改定 されるが、元の水準に25%く らい戻 して欲 しい』 などの具体的

な要望事項 もあった。

したがって、有効な施策を検討 ・計画 し、実施す る中で、定期的 に運用の適切性/有 効

性/問 題点 をチェ ックする とともに、施策 ・制度等 についての広報活動 を充実 させること

が重要であるといえる。

(2)業 界、顧客・市場の同期をとった高度化と政策連携の必要性

日本市場は米国に比 して、パ ッケージ利用比率が低い といわれてお り、情報 システム開

発効率 ・生産性の低 さが懸念 されてい る。パ ッケージの普及はこの ような視点か らも求め

られている。業界側各企業の努力 に加えて、顧客側 を含めたパ ッケージ利用型 システム開

発への転換が必要 といえる。

自由記述回答の中には、『開発側 と使用する側 に、技術面 で大 きな差がある』、『利用者

の意識改革のための環境構築 を望 む』 といった意見があ り、管理面、技術面 に関する供給

側 と需要側のギャップがボ トルネ ックになっていることをうかがわせ る。

国際競争力 を有する日本の他産業の例 を見 ても、 よい顧客 ・市場があるか どうかが産業

を育成するための重要 な条件 となっている。 したが って、業界各企業 と顧客 ・市場が同期

を取 りながら、 ソフ トウェア開発/情 報化プロセスを高度化 させてい くことが求められる。

そのためには業界側 ・需要側の問題 を構造 的 ・立体的に捉 えた体系的な解決方策が必要で

あ り、例 えば、各産業分野 における応用技術開発や情報化関連 プロジェク ト等 を通 じての

ソフ トウェアの重点開発 と成果の実証 ・普及 ・広報 や各省庁施策間の連携 ・調整等が国に

期待 される。

44



ソフ声ウェア産業振興のための国の役割rアンケー声調査?

8.5ま と め

本調査 では、 日本の ソフ トウェア業776社 に対 してア ンケー ト調査票 を郵送 し、240社

か らの有効回答 を得た。調査結果、およびそこか ら得 られた示唆 は次の とお りである。

(ソフ トウェア産業の現状 と育成方向)

・ 日本の ソフ トウェア産業 は現在受託型 ソフ ト開発事業が主体 となっているが、今後重

要 と考 えられているSI事 業等の受託型の高付加価値化 や、パ ッケージ事業に注力 しよう'

とする企業 も多い。

・ 指向す る事業 タイプに より問題 ・課題、政策 ニーズは異 なってお り、その点 を考慮 し

た産業育成策が重要である。

(パッケージ事業指向企業育成の主要な政策課題)

・ 調査結果が示唆す るパ ッケージ事業指向企業育成の主要な政策課題は次の点である。

・ 中小企業等へ のパ ッケージ導入補助

・ ベ ンチ ャー育成のための製品化までを視野 に入れた研究開発支援

・ 融資 ・債務保証の拡充 とベ ンチャー投資環境の整備

・ 産官学 ・企業 間提携 を促進するためのインフラ環境整備

(SI事業指向企業育成の主要な政策課題)

・ 調査結果が示唆す るSI事 業指向企業育成の主要な政策課題 は次の点である。

・ ソフ トウェア開発取引の適正化 と官公庁/産 業情報化の加速 による市場拡大

・ 生産性向上のための研究開発支援

・ 人材育成環境 の整備 と支援

(推進上の課題)

・ 制度 ・施策があ りなが ら十分活用 されていないこ とが多い。有効 な施策 を検討 ・計画

し、実施 する中で、定期 的に運用の適切性/有 効性/問 題点 をチェ ックす るとともに施

策 ・制度等 についての広報活動 を充実させることが重要である。

・ ソフ トウエア産業が抱 える問題 とし、市場側の問題 も多い。業界各企業 と顧客 ・市場

が同期 を取 りなが ら、 ソフ トウェア開発/情 報化 プロセスを高度化 させ てい くことが求

め られる。そのためには業界側 ・市場側の問題 を構造的 ・立体的 に捉 えた体系的 な解決

方策が必 要であ り、例 えば、各産業分野 における応用技術 開発や情報化 関連プロジェク

ト等 を通 じての ソフ トウェアの重点開発 と成果の実証 ・普及 ・広報や各省庁施策間の連

携 ・調整等が国に期待 される。
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調査票付録1





整理番号

ソフトウェア産業振興のための国の役割に関する調査票

【調査の 目的】

・本調査 は、財団法 人 日本情報処理開発協会 先端情報技術研究所が 、ソフ トウェア技術 を中

心 とす る情報技術 の国際的競争力確保 を目指 し、 わが 国の研 究開発 のあ り方 を検討 す るため

の基礎 デー タ収 集 の一環 と して行 う ものです。 この調査結果 は、通 産省機 械情報 産業局の政

策検討 に資す るものです。

・本調査票 では、下記 の項 目について貴社の状 況、意向をお聞 きいた します。

1.貴 社 の概要 と経営 ・事業 の状況 について

2.パ ッケージソ フ ト製品事業 について

3.SI、 受託 ソフ ト開発 、SO、 アウ トソー シング等 の受託事業 につい て

4.研 究 開発の取 り組 みにつ いて

5.営 業/市 場 開拓 について

6.資 金調達等 について

7.ソ フ トウェア産業振興 のための国の役割/政 策につ いて

・調査結果 は統計処 理 ・集計 ・分 析 した上 で報 告書 と して取 りまとめ、各企 業の個別 回答 結果

をその まま開示 した り、他 の 目的で利用す ることは決 してあ りません。

【調査対象 と回答いただきたい方】
・貴社の経営 ・事業に関 して状況と今後の計画 ・意向を答えられる、社長または経営企画担当

役員に回答いただきたいと存 じます。

【問い合わせ先】

・不明 な点があ りま した ら、下記 に問 い合わせ下 さい。

株式 会社 三菱総合研 究所 経営情報 システム部 歌代(う た しろ)、 南井(み なみい)

tel.03-3277-0754、Email:minamii@mri.co.jp

恐れ入 りますが、謝礼 と して調査結果報告書 を送付 させていただ きますので、貴社お よび

回答者 について下記にご記入下 さい。

1 貴社名

2 住所

3 回答者氏名

4 回答者部署/役 職

5 電話番号

6 E・maiI

付1.3



1.貴 社の概要 と経営 ・事業の状況 について

(計数データについては直近決算期末における状況 をお答 え下 さい)

1・1経 営 状況 ・経営 指標 につ いて 、 当て は まる もの を選択 下 さい。(各 々1つ だけ)

1)資 本金

2)年 間売上高

3)従 業員数

(正社員)

4)設 立時期

5)資 本系列

6)売 上高経常利益率

a.1千 万円以 下

c.5千 万円超 ～1億 円以下

e.5億 円超 ～10億 円 以下

g.50億 円超

a.10億 円以下

c.20億 円超 ～50億 円以 下

e.100億 円超 ～200億 円以 下

a.20人 以下

c.50人 超 ～100人 以 下

e.300人 超 ～500人 以下

g.1,000入 超

a.～1965年

d.1986～1995年

a.独 立 系b.ベ ンダー系

a.マ イナ ス

7)過 去3カ 年売上高成長率

(年平均)

8)売 上高人件費率

b.1千 万超 ～5千 万 円以 下

d、1億 円超 ～5億 円以下

f10億 円超 ～50億 円以 下

b.10億 円超 ～20億 円以 下

d.50億 円超 ～100億 円以 下

£200億 円超

b.20人 超 ～50人 以 下

d.100人 超 ～300人 以 下

£500人 超 ～1,000人 以 下

b.1966～1975年c.1976～1985年

e.1996年 ～

c。 ユ ー ザ企 業 系d.そ の 他

b.0%以 上 ～1%未 満

c.1%以 上 ～2%未 満

e.5%以 上 ～10%未 満

g.20%以 上

a.・10%未 満

c.-5%以 上 ～0%未 満

e.5%以 上 ～10%未 満

g.20%以 上

a.30%未 満

c.40%以 上 ～50%未 満

e.60%以 上 ～70%未 満

d.2%以 上 ～5%未 満

f10%以 上 ～20%未 満

b.・10%以 上 ～-5%未 満

d.0%以 上 ～5%未 満

£10%以 上 ～20%未 満

b.30%以 上 ～40%未 満

d.50%以 上 ～60%未 満

f70%以 上

9)売 上 高構成 の 中で最 も大 きい顧 客(親 会社等 も含 む)の 売 上比率

a.20%未 満b.20%以 上 ～40%未 満

c.40%以 上 ～60%未 満d.60%以 上 ～80%未 満

e.80%以 上

10)売 上 高構 成の 中で の官公庁 自治 体等 比 率(関 連 行政機 関含 む)

a.0%b.1%以 上 ～15%未 満

c.15%以 上 ～30%未 満d.30%以 上 ～50%未 満

e.50%以 上 ～70%未 満 £70%以 上
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ソフ声ウエア産業振興のための国の役割に艀 する調査

1・2貴 社の事業類型 と して下記の中で最 も当てはまる ものを選択下 さい。(1つ だけ)

a.シ ステ ムイ ンテ グ レー タ(SI事 業者)

c.パ ッケ ージ ソ フ ト開発/販 売事 業者

e.情 報サ ー ビス/VAN事 業 者

b.受 託 ソ フ トウェ ア開発事 業者

d.デ ィー ラー

£ その他

1-3今 後最 も注力 し伸 ば してい きたい(売 上高構成比率を高めたい)事 業分野は何 ですか。

(1つ だけ)

a.パ ッケ ー ジ ソフ ト開発/販 売

c.受 託 ソ フ トウェ ア開発(設 計 ・製作)

e.シ ス テ ム運 用 ・保守 サ ー ビス

g.そ の他(具 体 的 に:

h.特 に ない/現 行 どお り

b.SI(設 計 、 ソ フ ト開発 、機器 の 一貫提 供)

d.ハ ー ド機器 販売(関 連 商 品含 む)

f,受 託計 算 ・デ ー タ処 理 ・通 信 サ ー ビス

)

i.決 め られな い/わ か らない

1・4事 業推進の今後の方向として どのような方針 を採用 しますか。(複 数回答 可)

a.特 定サービス分野に関 して特化する(設 計、製作、サ ービス、パ ッケージ製品等)

b.特 定業種 ・市場 に関 して特化す る(製 造、流通、金融、公共等)

c.特 定業務機能に関 して特化する(会 計、財務、生産管理、販売管理等)

d.特 定技術に関 して特化する(PC、OLTP、 インターネッ ト、マルチメデ ィア等)

e.サ ービス範囲 ・顧客市場 を全般的に拡大する

1・5経 営 ・事業 における下記の要素 について、貴社の相対的なポジションはいかがですか。

また、今後貴社が ソフ トウェア事業を推進する上で重要 となる要素 は何 ですか。現状

の評価 と今後の重要度 を各要素について選択下 さい。

現在の評価 今後の重要度

弱い 普通 強い 低 中 大

経営者の リーダーシップ

経営管理力

1

1

2

2

3

3

1

1

2

2

3

3

財務面の体力

資金調達力

1

1

2

2

3

3

1

1

2

2

3

3

事業化 ・製品化構想力

研究開発 ・技術 開発力

1

1

2

2

3

3

1

1

2

2

3

3
.

開発プロジェク ト管理力

上級技術者の技術力

1

1

2

2

3

3

1

1

2

2

3

3

初中級技術者の数と質

他社を含む要員確保 ・労務管理力

1

1

2

2

3

3

1

1

2

2

3

3

人材教育 ・研修の充実度

市場 開拓 ・マーケテ ィングカ

1

1

2

2

3

3

1

1

2

2

3

3

製品販売、受注のチャネルカ 1 2 3 1 2 3
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1-6直 面 している経営課題は何 ですか。(複 数回答可)

a.財 務体質の改善

c.新 規顧客 ・市場の拡大

e.人 材の獲得

g.研 究開発の推進

i.生 産性向上、開発 コス トの低減

k.新 技術への対応

m技 術者のモラールア ップ

b.固 定顧客の確保

d.新 規事業の拡大

£ 人材教育

h.付 加価値 の増大/単 価引 き上げ

j.間 接比率、間接 コス トの低減

1.開 発手法/方 法論等の整備

1-7経 営課題 を達成す るためにどのような手段 を講 じますか。

未検討 検討 したい 計画中 実施済(過 去2年)

人員削減

業歴者の採用増

1

1

2

2

3

3

4

4

他社の買収

他社との共同開発

1

1

2

2

3

3

4

4

他社との共同受注

販売網の拡大

1

1

2

2

3

3

4

4

合併

大手企業の資本参加

1

1

2

2

3

3

4

4

海外企業との提携

海外市場への参入

1

1

2

2

3

3

4

4

能力給 ・年俸制の導入

ス トックオプション制の導入

1

1

2

2

3

3

4

4

株式公開 1 2 3 4

1・8所 属 して いる団体 は何 です か。(複 数 回答 可)

a.社 団法 人情報 サ ー ビス産 業協 会(JISA)

b.社 団法 人 日本 パ ー ソナ ル コ ンピュー タ ソフ トウェ ア協 会(JPSA)

c.そ の他(具 体 的 に: )
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ノブ)kウェア崖『業振興のための厘の透2ge/Xご留する舩

2.パ ッケージソフ ト製品事業 について

2.1こ れ まで にパ ッケ ー ジ ソフ ト製 品 を販売 す る事業 を行 って い ます か。(1つ だ け)

a.現 在 行 って い るb.過 去行 って い たが、 現在行 ってい ない

c.参 入 したいが 、現 在行 ってい ないd.事 業 を行 う考 え はな い

2・2(2・1で 現在 行 って い ない企 業(b.、c.、d.

す か。(複 数 回答 可)

a.必 要 な人材 が い ない

c.市 場 ・顧客 の需 要 が小 さい

e.販 売網 が ない

g.そ の他(具 体 的 に:

にお伺い します)行 っていない理 由は何で

b.事 業 リスクが大 きい

d.技 術変化が速い

£ 先行投資がで きない

)

2-3(2・1で 「a.現 在 行 って いる」 「b.過 去行 って いた」企 業 にお伺 い します)

1)事 業上の問題点は何ですか。(複 数回答可)

a.市 場開拓が難 しい

c.市 場 ・顧客の需要が小 さい

e.販 売網が弱い

g.資 金調達が困難

i.低 価格競争が激 しい

b.事 業 リスクが大 きい

d.技 術変化が速 い

£ 必要な人材がいない

h.OEM、 バ ン ドル戦略が弱い

j.そ の他(具 体的に1 )

2)製 品は どの ように開発 していますか。主力製品に関 して当ては まるもの をお答 え下

さい。(複 数回答可)

a.す べて 自社 開発

c.他 社開発 ソフ トの販売

e.大 学等での開発 ソフ トの製品化

g.海 外製品の販売

i.そ の他

b.自 社企画を委託外部開発

d.他 社 開発 ソフ トの改良

f,フ リー ウェアの販売

h.海 外 製品の 日本語化

3)試 験研究か ら製品販売 までの間に発生 した投資 ・費用(人 件費 、外部調達 ・外注費等

を含 む)は どの ような割合ですか。最近の製品開発事例 に基づ き、総投資 ・費用額 を

100%と した場合の各項 目の割合 をお答え下さい。

・商品化決定以前における試験研究投資 ・費用[====]%

・商品化決定以降のソフトウェア開発費用[====コ%

・流通、販売促進、マーケティング、広告費用等[====]%
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3.SI、 受 託 ソ フ ト開発 、SO、 ア ウ トソーシ ング等 の受託事 業 につ い て

3-1こ れ まで にSI(SystemIntegration)、 受託 ソ フ ト開発 、SO(SystemOperation)、 ア

ウ トソー シ ング事 業 を行 ってい ます か。(1つ だけ)

a.現 在行 って いるb.過 去行 って いたが 、現 在行 ってい ない

c.参 入 したいが行 っ てい ないd.事 業 を行 う考 えは ない

3-2(3-1で 現在行っていない企業(b.、c.、d.)に お伺い します)行 っていない理由は何 で

すか。(複数回答可)

a.事 業 としての魅力が ないb.遅 延、暇疵等による採算割れリスクが大 きい

c.収 益性に乏 しいd.人 材確保が難 しい

e.安 定顧客の確保が難 しいf,受 注側 に不利 な取引慣行が多い

g.そ の他(具 体的に:)

3・3(3・1で 「a.現 在行 って い る」 「b.過 去行 って いた」 企業 にお伺 い します)

1)事 業の中で、 どの ような工程 をお もに受託 していますか(受 託件数の半数以上のプロ

ジェク トで手掛 けている工程 を全 て選択下 さい)。

a.シ ステム企画 ・評価 ・計画策定b.シ ステム仕様設計

c.詳 細設計d.プ ログラミング

e.保 守f運 用

2)受 託 プロジェク トの契約先は どこですか(最 も多いタイプを1つ だけお答 え下 さい)。

a.最 終ユ ーザ企 業/機 関

c.デ ィー ラー

e.他 のSO、 計 算 セ ンター

b.コ ン ピ ュ ー タ メ ー カ ー

d.他 のSI/ソ フ トウ ェ ア 業 者

3)事 業遂行上の問題点は何ですか。(複 数回答可)

a.収 益性が乏 しいb.安 定顧客の確保が難 しい

c.新 規顧客の開拓が難 しいd.受 注単価が低い

e.受 注後の仕様変更が多いf,遅 延、暇疵等による採算割れリスクが大 きい

g.人 材教育が難 しいh.取 引 ・開発方法 に関する顧客 との認識の差異

i.人 材確保が難 しい

j.そ の他(具 体的に:)
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ソフ声ウェア産業獺 「のための国の役割ご留ナる露

4.研 究開発の取 り組みについて

　

4-1研 究開発 についてどのように認識 し、取 り組んでい ますか。(1つ だけ)

a.経 営上の必要性は低いため、十分取 り組んでいない

b.経 営上の必要性は感 じているが、十分取 り組めていない

c.経 営の重要課題 であ り、積極的 に取 り組んでいる

4-2(前 設問で 「b.経営上の必要性は感 じているが、十分取 り組めてい ない」 とお答えの

企業 にお聞 きします)な ぜ研究開発 に十分取 り組めないのですか。(複 数回答可)

a.研 究開発を行える人材がいないb .研 究開発 を行える人材の時 間的余裕がない

c.投 資できる資金余裕がないd.投 資のための資金 を調達で きない

e.施 設環境が整っていない £ その他()

4-3売 上 高研 究 開発 投 資比率(基 礎研 究 、応用研 究費 に係 る人件 費 を含 む総 費用)は どの

程 度 です か。(1つ だけ)

a.な しb.O.5%未 満c .0.5%以 上 ～1%未 満

d.1%以 上 ～2%未 満e.2%以 上 ～3%未 満 £3%以 上 ～5%未 満

g.5%以 上 ～10%未 満h.10%以 上 ～20%未 満i.20%以 上

4-4貴 社が有する特許件数(出 願中のものを含む)は 何件ですか。

件

4-5今 後の研究開発は どのような投資計画ですか。(1つ だけ)

a.縮 小す るb.現 行水準を維持するc .拡 大する

4・6研 究開発の目的/領 域は何ですか。(複 数回答可)

a.学 術研 究

c.外 販のための製品開発

e.自 社開発環境/ツ ールの開発

g.そ の他(具 体的に:

b.基 盤技術(製 品/事 業 シーズ)の 開発

d.新 規事業化(パ イロ ッ トプロジェク ト含)

f開 発方法論/手 法の開発

)

4-7研 究開発は事業 に貢献 していますか。(1つ だけ)

a.貢 献 している(新 事業/新 製品 として収益 を上げる)

b.現 在の ところ直接貢献 していない

4-8大 学 ・研 究機 関等 と共 同研 究 を してい ます か。(1つ だ け)

a.現 在 行 って い るb.過 去 に行 ったこ とが あ る

c.行 って いな い
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4.g(4.8で 行 って いる/い た(a.、b.)と 回答 の企業 にお聞 き します)共 同研 究 か ら何 を

期待 します か。(複 数 回答 可)

a.学 術研 究b.製 品化 シーズ の探索/探 求

c.製 品化/事 業化d.人 的交流/ネ ッ トワー クづ くり

e.社 会的 貢献/パ ブ リシテ ィf,人 材 の研 修/教 育

g.国 、業 界 に対 す る貢献h.そ の他(具 体的 に:)

4-10(行 っている/い ないに拘 わ らず)共 同研究 を行 う上での問題 は何ですか。(複 数回

答可)

a.研 究者情報の不足

c.企 業 と大学等 との研 究目的の乖離

e.そ の他(具 体的に:

b.共 同研究 に関する大学等側の硬直的制度

d.研 究成果 ・知的所有権の取 り扱 い不備

)

4・11こ れまでに公募型研究開発 プロジェク ト等の 国による研究開発支援制度 を利用 した

ことがあ りますか。(1つ だけ)

a.利 用 したことがあるb.な い

4・12(4-11で 利用 した ことがある企業(a.)に お伺い します)国 による研究 開発支援制

度をどのように評価 していますか。(複 数回答可)

a.学 術研究 としての成果 につながるb.技 術 シーズの開発 に役立つ

c.製 品化/事 業化 に貢献 したd.人 的交流/ネ ットワークづ くりに役 だった

e.体 制面での制約が多いf資 金使途面での制約が多い

g.報 告 ・事務面での制約が多いh.普 及促進 ・フォローアップが足 りない

i.そ の他(具 体的に:)

4・13研 究開発 における国の役割/施 策等 に関 し意見 ・要望があればお聞かせ下 さい。
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5.営 業/市 場開拓 について

5・1営 業/市 場開拓す る上で どのような問題点があ りますか。(複 数回答可)

(自社の問題)

a.提 案書作成力が弱い

b.見 積方法/手 法の力が弱い

c.価 格/諸 条件の交渉力が弱い

d.コ ンサルティングセールスがで きる人材がいない

e.営 業組織の展開が不十分で競争力が弱い

f,メ デ ィア/セ ミナーを通 じた情報発信、宣伝が弱い

(チャネル/パ ー トナーに関する問題)

g.共 同受注のための適切 な主契約企業やパー トナー を見出す ことが難 しい

h.パ ッケージ製品のバ ン ドル先が開拓 しに くい

i.デ ファク ト標準形成の活動(フ ォーラム等)に 連携 ・参画 しに くい

(国内市場全般の問題)

j.開 発見積 は機能ベ ースでな く工数ベ ースが中心である

k、保守費用の必要性の認識が不十分である

1.継 続取引や実績が重視 され、新規業者 を受け入れない傾向がある

m.ソ フ トウェアは個別開発指 向で、パ ッケージ採用が敬遠 される

n.ソ フ ト開発/運 用業務が内製指向で、外部業者の利用度が低い

o.実 績や リスク回避が重視 され、新技術の採用に消極的である

p.情 報投資 を戦略的に意思決定で きる経営責任者/情 報担当役員(CIO)が 少ない

q.シ ステム/製 品/技 術 を適切に評価で きる情報部門担当者が少 ない

(官公庁市場 ρ問題)

r.応 札上、業者登録、資格審査が厳 しく、中小業者の参入障壁 となる

s.開 発 ライフサイクルをとお した一括発注が多 く、専門業者の参入障壁が大 きい

t.随 意契約等 による継続取引 を前提 と した業者選定、価格設定が多い

u.指 名競争入札が多 く一般競争入札が適切に運用されにくい

v.入 札、公募 の情報がアクセス しにくい

w.評 価方法、採択結果等 に関する情報の透明性が不十分である

5・2そ の他市場 開拓 に関する問題点 ・意見 ・要望があればお聞かせ下 さい。
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6.資 金調達等 について

6-1貴 社の資金調達の状況 として適切 なものを回答下 さい。(複 数回答可)

a.現 在長短資金計画上特 に問題ないb.運 転資金の資金繰 りが難 しい

c、投資のための長期資金調達に困っているd.借 入金の返済が難 しい

6・2資 金調達 ・財務管理上の問題点は何ですか。(複 数回答可)

a.信 用力がないb.担 保が少 ない

c.資 金調達コス トが高いd.株 式公開 しにくい

e.ベ ンチ ャーキャピタル等の投資環境が整っていない

f,税 制の面で投資のための内部留保が しに くい

6・3資 金調達 に関 して、下記の項目を利用 したことがあ りますか。(複 数回答可)

a.政 府系機関の債務保証b.政 府系金融機関の制度融資

6-4(6・3で 何 れかで も利用 した ことがある企業 にお伺 い します)そ れ らの制度 をどの よ

うに評価 していますか。また、利用上の問題は何ですか。(複 数回答可)

a.経 営に役立 っているb.事 務手続 きが煩雑である

c.担 保設定が厳 しいd.決 定 までに時間がかかる

e.限 度額 ・免除が少ない

6・5ソ フ トウェア産業における資金調達支援 ・ベ ンチ ャー育成支援等 に関 し意見 ・要望が

あればお聞かせ下 さい。
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7.ソ フ トウェア産業振興のための国 の役割/政 策について

貴社の事業 を今後 より発展 させ、ひいてはわが国のソフ トウェア産業振興 と国際競争力

の向上 を図るためには、 どのような国の支援/政 策を期待 しますか。下記の中で有効/必

要 と思われる項 目を回答下 さい。(複 数回答可)

7・1研 究開発

研究開発 は、科学技術の振興、産業の振興等 を通 し、国民経済 ・国民生活 を向上 させ、

人類 ・社会の発展 に寄与する とい う重要 な役割を担 ってお り、国として も研究開発支援

は重要な政策テーマです。 ソフ トウェア産業の振興 という観点から有効 と思 われる施策

は何ですか。

a.省 庁の上に研究開発政策決定機関 を設置 し、国家の科学技術政策に関 して、重点領

域、重点テーマ を戦略的に策定する

b.商 品化/実 用化 までを視野 に入れた一貫開発プロジェク トの枠 を拡大 する

c.産 官学融合 の研究開発プロジェク ト支援 を強化する

d.ベ ンチャー企業 を対象 とした公募型研究開発プロジェク トの枠 を拡大する

e.公 募研究開発プロジェク トの採否 に関 して、 レフリーによる評価制度 の整備 や情報

公開等 を推進 し、採択 プロセスの明瞭化 と競争促進 を図る

f,ソ フ トウェア開発技術 、ソフ トウェアエ ンジニアリングの研究開発 を促 進 し、 ソフ

トウ三ア生産性の向上 を支援す る

g.パ ッケージ製品 を開発 し、商品化/企 業化するソフ トウェア企業 に対 して補助金等

によ り支援する

h.コ ンポーネン ト・部品による開発生産性 向上のための研究開発 を推進支援する

i.非 公的機関によるデファク ト標準 に関与するための各種活動 を支援す る

j.そ の他(具 体的に:)

7・2イ ンフラ環境整備

米 国で は、国がイニシアテ ィブを取 り、CIC(前HPCC)な ど大 きなプロジェク トを実

施 し、その申でNGI(NextGenerationInternet)等 の先端情報技術 を生み出すインフラ

を整備 しています。 このような施策に より、 技術 シーズを生み出 し、新た なビジネス

や産業 を創造 させ ようとしています。わが国でも同様に国が先導 して環境整備す ること

が、情報産業を育成するために有効 と思 われ ます。下記の中で重要 と思 われる環境整備

項 目は何ですか。

a.研 究開発 のための実験用通信 ネ ットワークインフラを整備 ・提供す る

b.マ ルチメディア関連技術の共同利用施設 を整備 ・提供する

c.電 子商取引やCALS等 の分野において、研究開発成果や試作製品 を試験 ・評価 す

るためのテス トベ ッドを整備する

d.国 が開発 した研究成果 ・ソフ トウェアに関するデー タベースを整備 し、公開す る

e.そ の他(具 体的に:)
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7・3市場 ・取引環境整備

ソフ トウェア産業 を育成するためには、競 争原理が働 き、オープンな取引が行える市

場環境が必要です。下記の中で重要 と思われる国の施策は何ですか。

a.ソ フ トウェア取引に関する共通 フレームワークを整備 ・普及 させ、SI事 業者 と専

門的企業の育成を図る

b.独 占禁止法等の運用 を適正化 し、公正な競争 を促進する

c.WTO(世 界貿易機関)の 政府調達協定等 に即 し、政府 ・公共市場 における一般

競争入札や総合評価による 落札方式 を拡大する

d.行 政機関の調達情報 を情報ネ ットワー クにより公 開 し、 よりアクセス しやす くする

e.そ の他(具 体的に:)

7・4資 金面 に関する経営支援

ソフ トウェア産業、特 にパ ッケージソフ ト事業やベンチャー企業 を育成するため には、

事業の成長 ライフサ イクルに応 じた資金面での経営支援が期待 され ます。下記の中で重

要 と思われる環境整備項 目は何ですか。

a.政 府系金融機 関における債務保証制度 を充実 させ る

b.政 府系金融機 関における融資制度枠 を拡大す る

c.政 府系金融機関における債務保証、融資 に関する事務手続 きを簡素化す る

d.ベ ンチャーキャピタル事業を拡大す るための環境整備 を支援す る

e.ベ ンチ ャー企業への投資を活性化するため投資家に対す る優遇税制 を整備する

f,そ の他(具 体的に:)

7・5需 要の創 出

ソフ トウェア産業の発展 には、市場の継続的 な発展が必要です。下記 の中で施策 とし

て有効 と思われる項目は何ですか。

a.官 公庁における情報化 を加速 し、政府調達市場 を拡大する

b.産 業の情報化 を促進す るための実験開発 プロジェク トを推進 ・支援する

c.中 小企業の情報化 を促進するための税制補助 を拡大する

d.シ ステム開発/ソ フ トウェア調達に関す る優遇税制 を導入 し、パ ッケージ製品購入

による情報化投資 を促進 させる

e.そ の他(具 体的 に:)

7・6人 材育成

情報技術、 ソフ トウェアの研 究開発の成果 を高め、産業 を育成する上 で、人材 の育成

は大 きな課題です。下記の中で重要 と思われる項 目は何ですか。

a.産 官学の人材交流 を活発化 させる

b.民 間企業における情報処理教育面での優遇税制制度 を導入す る

c.そ の他(具 体的に:)

<<<<<<<<ご 協力あ りが とうござい ました>>>〉>>>>
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付録2.基 本集計結果





1.貴 社の概要と経営 ・事業の状況 について

(計数データについては直近決算期末における状況をお答え下さい)

1-1経 営状況 ・経営 指標 について、 当て はまる ものを選択 下 さい。(各 々1つ だけ)

1)資 本金(N=240)

a.1千 万円以下 40 16.7%

b.1千 万超 ～5千 万円以下 114 47.5%

c.5千 万円超 ～1億 円以下 32 13.3%

d.1億 円超 ～5億 円以下 37 15.4%

e.5億 円超 ～10億 円以下 6 2.5%

f.10億 円超 ～50億 円以下 5 2.1%

g.50億 円 超 4 1.7%

無回答 2 0.8%

N=240

2)年 間売上 高(N=240)

a.10億 円 以 下 142 59.2%

b.10億 円超 ～20億 円以下 40 16.7%

c.20億 円超 ～50億 円以下 24 10.0%

d.50億 円超 ～100億 円以下 7 2.9%

e.100億 円 超 ～200億 円 以 下 15 6.3%

f.200億 円 超 10 4.2%

無回答 2 0.8%

N=240

3)従 業員数(正 社員)

a.20人 以 下 56 23.3%

b.20人 超 ～50人 以 下 69 28.8%

c.50人 超 ～100人 以 下 43 17.9%

d.100入 超 ～300人 以 下 38 15.8%

e.300人 超 ～500人 以 下 8 3.3%

f.500人 超 ～1;000人 以 下 14 5.8%

g.1,000人 超 10 4.2%

無回答 2 0.8%

N=240

4)設 立時期

a.～1965年 10 4.2%

b.1966～1975年 49 20.4%

c.1976～1985年 106 44.2%

d.1986～1995年 71 29.6%

e.1996年 ～ 1 0.4%

無回答 3 1.3%

N=240
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5)資 本系列 ㌻

a.独 立 系 181 75.4%

b.ベ ン ダー系 7 2.9%

c.ユ ー ザ企 業 系 39 16.3%

d.そ の 他 7 2.9%

無回答 6 2.5%

N=240

6)売 上高経常利益率

a.マ イ ナ ス 8 3.3%

b.0%以 上 ～1%未 満 ・'23 9.6%

c.1%以 上 ～2%未 満 28 11.7%

d.2%以 上 ～5%未 満 83 34.6%

e.5%以 上 ～10%未 満 63 26.3%

f.10%以 上 ～20%未 満 16 6.7%

g.20%以 上 8 3.3%

無回答 11 4.6%

N;240

7)過 去3カ 年売上高成長率(年 平均)

a.-10%未 満 17 7.1%

b.-10%以 上 ～-5%未 満 3 1.3%

c.-5%以 上 ～0%未 満 9 3.8%

d.0%以 上 ～5%未 満 47 19.6%

e.5%以 上 ～10%未 満 57 23.8%

f。10%以 上 ～20%未 満 65 27.1%

g.20%以 上 36 ・15 .0%

無回答 6 2.5%

N=240

8)売 上高人件費率

a.30%未 満 33 13.8%

b.30%以 上 ～40%未 満 48 20.0%

c.40%以 上 ～50%未 満 55 22.9%

d.50%以 上 ～60%未 満 40 16.7%

e.60%以 上 ～70%未 満 31 12.9%

f.70%以 上 22 9.2%

無回答 11 4.6%

N=240

9)売 上高構成の中で最も大きい顧客(親 会社等 も含む)の 売上比率

a.20%未 満 69 28.8%

b.20%以 上 ～40%未 満 75 31.3%

c.40%以 上 ～60%未 満 53 22.1%

d.60%以 上 ～80%未 満 21 8.8%

e.80%以 上 17 7.1%

無回答 5 2.1%

N=240
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ソフ声ウエア屋i業振興のための国の役罰elXこほ9する調査

10)売 上高構城 の中での官公庁自治体等比率(関 連行政機関含む)

a.0% 105 43.8%

b.1%以 上 ～15%未 満 97 40.4%
c.15%以 上 ～30%未 満 15 6.3%
d.30%以 上 ～50%未 満 8 3.3%
e.50%以 上 ～70%未 満

「5
2.1%

f.70%以 上 3 1.3%

無回答 7 2.9%

N=240

1-2貴 社の事業類 型 として下記の 中で最 も当てはまる もの を選択下 さい。(1つ だけ)

a.シ ステムイ ンテ グ レータ(SI事 業者)` 36 15.0%
b.受 託 ソフ トウェア開発 事業者 154 64.2%
c.パ ッケージ ソフ ト開発/販 売事業者 32 13.3%
d.デ ィ ー ラ ー 1 0.4%
e.情 報 サー ビス/VAN事 業者 5

'211%

f.そ の 他 11 4.6%

無回答 1 0.4%

N=240

1-3今 後最も注力 し伸ばしていきたい(売 上高構成 比率を高めたい)事 業分野は何ですか。(
1つ だけ)'

a.パ ッケージ ソフ ト開発/販 売 96 40.0%

b.SI(設 計 、 ソフ ト開発、機 器の一貫提供) 73
L30
.4%

c.受 託 ソフ トウェア開発(設 計 ・製作) 40' 16.7%・

d.ハ ー ド機器販売(関 連 商品含 む) 1 0.4%
e.シ ス テ ム運 用 ・保 守 サ ー ビス 7 2.9%
f.受 託計算 ・デー タ処理 ・通信サ ー ビス 5 2.1%

g.そ の 他 10 4.2%
h.特 にない/現 行 どお り 4 1.7%
i.決 め られない/わ か らない 3 1.3%
無回答 1 0.4%

【その他】
・パ ッケージ型 ソ フ トの充実(特 殊分野 に特化)

・ 中小企業向 ソフ トウェ ア開発

● コンサルテ ィング

●DTPサ ー ビス

・ デス ク トップサー ビス事業

・ ソフ トライ フサ イクル全般 に渡 るサー ビス

・ 画像処理装置

● ア ウ トソーシ ング事 業

・技術提供サ ー ビス(ラ イセ ンス販 売 を含め)

・ トータルソ リューシ ョンプ ロバ イ ダー

N=240
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1-4事 業推 進の今後の方向 と して どの よ うな方針 を採用 します か。(複 数 回答可)

a.特 定サー ビス分野 に関 して特 化する

(設計 、製作、サ ービス、パ ッケー ジ製品等)

87 36.3%

b.特 定業種 ・市場 に関 して特 化する

(製造 、流通、金融、公共等)

84 35.0%

c.特 定業務機能 に関 して特 化する

(会計 、財務、生産管理、販売管理等)

47 19.6%

d,特 定 技 術 に関 して特 化 す る

(PC、OLTP、 イ ン ター ネ ッ ト、マ ル チ メデ ィア等)

99 41.3%

e.サ ー ビス範囲 ・顧客市場 を全般的 に拡大 す る 75 31.3%

N=240

1-5経 営 ・事業における下記の要素について、貴社の相対的なポジシ ョンはいかがですか。ま

た、今後貴社がソフトウェア事業を推進する上で重要 となる要素は何ですか。現状の評価 と今

後の重要度を各要素について選択下さい。

【現状の評価】

項目 弱い 普通 強い

経営者の リーダーシ ップ 15 124 95

経営管理力 35 152 45

財務面の体力 95 107 32

資金調達力 70 122 43

事業化 ・製品化構想力 88 105 44

研究開発 ・技術開発力 77 109 52

開発 プロジェク ト管理力 52 139 45

上級技術者の技術力 32 123 82

初中級技術者の数 と質 56 157 23

他社を含む要員確保 ・労務管理力 61 152 22

人材教育 ・研修の充実度 91 126 20

市場 開拓 ・マーケテ ィングカ 144 82 11

製品販売、受注のチャネルカ 83 121 33

N=240

【今後の重要性】

項目 低 中 大
経営 者の リーダーシ ップ 7 64 159

経営管理力 4 79 144

財務面の体力 7 82 143

資金調達力 11 98 124

事業化 ・製品化構想力 3 70 163

研究開発 ・技術開発力 4 67 164

開発 プロジェク ト管理 力 2 79 152

上級技術者の技術力 2 63 169

初中級技術者の数と質 9 116 108

他社 を含む要員確保 ・労務管理力 16 132 83

人材教育 ・研修の充実度 6 108 120

市場 開拓 ・マーケティングカ 7 79 147

製品販売、受注のチャネルカ 7 85 144

N=240
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ソフトウェア産業振興のための国のrege11こ欝 プる調 査

1-6直 面 している経営課題 は何 ですか。(複 数回答可)

a.財 務体 質の改善 87 36.3%

b.固 定顧客 の確保 37 15.4%
c.新 規顧客 ・市場 の拡大 110 45.8%

d.新 規事業の拡大 71 29.6%

e。 人材の獲得 150 62.5%
f.人 材教育 82 34.2%

g.研 究 開発 の推進 45 18.8%
h.付 加価値の増大/単 価引き上げ 83 34.6%
i.生 産性 向上、開発 コス トの低 減 94 39.2%

戊.間 接 比率、間接 コス トの低減 13 5.4%

k.新 技術へ の対応 86 35.8%
1.開 発手法/方 法論等の整備 51 21.3%

m.技 術者 のモラールア ップ 55 22.9%

N=240

1-7経 営課題 を達成す るために どの ような手段 を講 じます か。

未検討 検討 したい 計画中 実施済

(過去2)'
人員削減 179 8 1 26

業歴者の採用増 31 61 59 76

他社の買収 166 44 3 6
他社 との共同開発 83 79 25 36

他社 との共同受注 108 61 24 30
販売網の拡大 35 84 76 30

合併 187 24 6 7
大手企業の資本参加 184 17 9 12

海外企業との提携 138 49 11 24

海外市場への参入 143 51 19 12

能力給 ・年俸制の導入 39 73 60 57
ス トックオ プシ ョン制の導入 139 69 9 7

株式公開 123 63 32 8

N=240
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1-8所 属 している団体 は何ですか。(複 数 回答可)

a.社 団法人情報サ ー ビス産業協 会(JISA) 58 24.2%

b.社 団法人 日本パ ーソナル コンピュー タソフ トウェア協 会(JPSA) 18 7.5%

c.そ の 他 95 39.6%

N=240
【その他 】
・(財)ソ フ トウェア情報 セ ンター

・(財)日 本情報処理 開発協 会、(社)日 本情報 システム ・ユーザー協 会、(財)ソ フ トウェア学

研究財 団
・(社)JASA、 関西電子情報産 業協 同組合(KASE)、 京都情報サ ー ビス産業協 議会、京

都 コ ンピュー タシステム事業共 同組 合(KCA)
・(社)コ ンピュー タソフ トウェア著作権協会

●(社)愛 知県情報サービス産業協会

・(社)茨 城県情報サービス産業協会

・(社)情 報処理学会

●(社)神 奈川県情報サービス産業協会

・(社)長 崎県情報サービス産業協会

・(社)島 根情報産業協会

・(社)福 岡県情報サービス産業協会

・(社)北 海道ソフ トウェア協会
・AX協 議会

・FCA(富 士通)、神情協(神 奈川)

(2社)

(2社)

・FCA、 関東地区一般第二種電気通信事業者協議会、群馬県情報サービス産業協会
・FCA、 埼玉県情報 サー ビス産業協 会

●FCA、 千葉県情報サ ー ビス産業協 会

・GIS学 会

●ITA

●ITA、JUAS、JIPDEC

●JASA、KIES(関 西電子情報産業協 同組合) 、関西情報サ ー ビス
・JIET:日 本情報技術取引所

・JUAS

・NBC、 大阪商工会議所、東京商工会議所、関西情報 セ ンター
・NECSoftwarePartner協 会

●UNIXBusinessAssociation

●Windowsコ ンソーシアム、 ノ・一一・ツコンソー シアム、OS/2コ ンソーシアム、

(社)情 報処理学会、(社)神 奈川県情報 サー ビス産業協 会
・ コスモ ソフ ト協同組合

・ コンピュータ事業協 同組合

・ トロン協会

・ ネ ッ トワーク協議 会

● ノーッコ ンソー シアム

・ マイクロソフ トソリューシ ョンプロバ イダー

・愛知県情報サー ビス産業協会(AIA)

● 沖縄県 ソフ トウェア産業振 興協会

● 会費が高いので加入 してい ない

・ 関東IBMユ ーザー研究会、IBMコ ーオスグループ

・ 京都情報サー ビス産業協議 会

・ 協同組合、シー ソフ トウェア、千葉県情報サ ービス産業協 会
・ 近畿ニ ューメデ ィア協議会、中小 企業家 同友会

・ 九州マルチメデ ィア懇話会

・ 広島県情報産業協会

・ 商工 会議所

・ 情報処 理学会、OR学 会、 日本原子 力学 会、 日本 ファジー学会、ソ フ トウェア技術者協会、
CALS推 進協議会

● 情報 処理学 会、 メー カー系研 究会(日 立、IBM、 富士通)、 日本 オ フィス オー トメーシ
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ソフ声ウェア産業振興のための国の役翻 こ関 する調査

ヨン協会、 ソフ トウェアメ ンテナンス協 会、県情報産業協 会

・新潟市 ソ フ トウェア協議 会

・神奈川県情報サ ー ビス産業協 会(2社)

・ 石川県情報 システム工業界

・ 大阪商工 会議所

・ 大阪商工 会議所 、(社)日 本経営協会

・ 大阪商工 会議所 、大阪府 中小 企業家同友会

・ 中央 イメー ジテ クノロジー研 究開発(協)

・ 中小企 業家同友会

・長崎県情報サー ビス産業協会

・電子協、情サ厚生年金基金

・東京商工会議所(3社)

・東京商工会議所、東京 中小企業家同友会

・ 日本UNIXユ ーザ 会、 日本 イ ンターネッ ト協 会

・ 日本 システムハ ウス協 会(JASA)(2社)

・ 日本 システムハ ウス協 会(JASA)、 日本情報技術取 引所(JIET)

・ 日本 システムベ ンダー ネ ットワーク協会

・ 日本 システムベ ンダー ネ ットワーク協会、東京中小企 業家同友会

・ 日本 ソフ トウェ ア産業協会

・ 日本 ソフ トウェ ア産業協会、RAOOC(神 奈川)

・ 日本プ ロロー グ協会

・ 日本ユース ウェア協会

・ 日本建 築会学、構造調査 コンサルテ ィング協会、 日本土木学会、東京商工会議所

・ 日本情報 技術取 引所(JIET)(2社)

・ 日本電気 情報サ ー ビスネ ッ トグループ

・柏崎 ソフ トウェア産業協会

・富 山県情報産業協会 全 国で は"ANIA"

・福井県情報 シス テム工業会

・福 岡県情報サー ビス産業協会

・北海道 コ ンピュー タデ ィーラー協会

(2社)・北海道 ソフ トウェア協 会

・北海道 ソフ トウェア協 会、札 幌商工会議所

・和歌 山情報サ ー ビス産業協会
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・2.パ ッケ ージソフ ト製 品事業 について

2-1こ れ までにパ ッケージソフ ト製品 を販売す る事業 を行 っていますか。(1つ だ け)

a.現 在 行 って い る 177 73.8%
b.過 去行 ってい たが、現在行 っていない 34 14.2%
c.参 入 したいが、現在行 っていない 18 7.5%
d.事 業 を行 う考 えはない 10 4.2%
無回答 1 0.4%

N=240

2-2(2-1で 現在行 っていない企業(b.、c.、d .)に お伺 い します)行 ってい ない理 由は何ですか。

(複数 回答可)

a.必 要 な人材がいない 17 27.4%
b.事 業 リス クが大 きい 26 41.9%
c.市 場 ・顧 客の需要が小 さい 11 17.7%
d.技 術 変化が速 い 11 17.7%
e.販 売網がない 19 30.6%
f.先 行投資が で きない 20 32.3%
g.そ の 他 6 9.7%

【その他】
・開発及 び対応 時間が取れない。

・DOS対 応版 のため。

・純粋 なパ ッケージで はな く、カス タマ イズ可能 なパ ッケージを目指す。
・陳腐化 に伴 い撤収、新 たな展 開を計 画中。

・事業化 のプラ ンニ ング未着手。

N=62

2-3(2-1で 「a.現 在行 っている」 「b.過 去行 っていた」企業 にお伺い します)

1)事 業上の問題点は何ですか。(複数回答可)

a.市 場開拓 が難 しい 83 39.3%
b.事 業 リス クが大 きい 50 23.7%
c.市 場 ・顧客の需要が小 さい 64 30.3%
d.技 術変化が速い 77 36.5%
e.販 売網が弱い 111 52.6%
f.必 要 な人材がいない 42 19.9%
9.資 金調達が困難 34 16.1%
h.OEM、 バ ン ドル 戦略 が 弱 い 13 6.2%
i.低 価格競争が激 しい 52 24.6%

j.そ の 他 8 3.8%

【その他】
・ 開発資金 の調達が難 しい。

・顧客 に予算が ない。

・ 品質管理。

・業界その ものが、冷 え込 んでい る。

● アフターサー ビスが 出来 ない。

・ 何 を作 るか?企 画、 アイデ ィア。

● マ ーケテ ィングカ。

N=211

付2.10



ソフ声ウェア産業振興のための国の役Wこ ほヲプ三る調 査

2)製 品 はどの ように開発 していますか。主力製 品に関 して当ては まる もの をお答 え下 さい。

(複数回答可)

a,す べて 自社 開発 177 83.9%

b.自 社企画を委託外部開発 23 10.9%

c.他 社開発 ソフ トの販売 41 19.4%

d.他 社開発 ソフ トの改良 20 9.5%

e.大 学等 での開発 ソフ トの製品化 4 1.9%

f.フ リ ー ウェ ア の販 売 1 0.5%

g.海 外 製品の販売 17 8.1%
h.海 外製品の日本語化 19 9.0%

1.そ の 他 4 1.9%

N=211

3)試 験研究か ら製品販売までの間に発生 した投資 ・費用(人 件費、外部調達 ・外注費等 を含

む)は どのような割合ですか。最近の製品開発事例に基づ き、総投資 ・費用額を100%と し

た場合の各項目の割合 をお答え下さい。

・商品化決定以前における試験研究投資 ・費用

0% 11 5.2%

0%超 ～10%以 下 85 40.3%

10%超 ～20%以 下 40 19.0%

20%超 ～30%以 下 16 7.6%

30%超 ～40%以 下 4 1.9%

40%超 ～50%以 下 3 1.4%

50%超 ～60%以 下 4 1.9%

60%超 ～70%以 下 2 0.9%

無回答 46 21.8%

N=211
・ 商品化決定以降 の ソフ トウェア開発費用

0% 4 1.9%

0%超 ～10%以 下 7 3.3%

10%超 ～20%以 下 9 4.3%

20%超 一こ30%以 下 8 3.8%

30%超 ～40%以 下 12 5.7%

40%超 ～50%以 下 24 11.4%

50%超 ～60%以 下 24 11.4%

60%超 ～70%以 下 32 15.2%

70%超 ～80%以 下 32 15.2%

80%超 ～90%以 下 13 6.2%

90%超 ～100%未 満 5 2.4%

100% 5 2.4%

無回答 36 17.1%

N=211
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・ 流通、販売促進、マーケテ ィング、広告費用等

0% 9 4.3%

0%超 ～10%以 下 63 29.9%

10%超 ～20%以 下 55 26.1%

20%超 ～30%以 下 20 9.5%

30%超 ～40%以 下 10 4.7%

40%超 ～50%以 下 7 3.3%

50%超 ～60%以 下 2 0.9%

60%超 ～70%以 下 1 0.5%

70%超 ～80%以 下 2 0.9%

80%超 ～90%以 下 1 0.5%

90%超 ～100%未 満 0 0.0%

100% 1 0.5%

無回答 40 19.0%

N=211
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ソフ声ウェア産業振興のための国の役翻仁閲する燈

3.SI、 受 託 ソ フ ト開発 、SO、 ア ウ トソ ー シ ング等 の受 託 事 業 につ い てr

3-1こ れ まで にSI(SystemIntegration)、 受 託 ソ フ ト開 発 、SO(SystemOperation)、 ア ウ ト

ソー シZグ 事 業 を行 って い ます か。(1つ だ け)

a.現 在行 って いる 217 90.4%
b.過 去行 っていたが 、現在行 っていない 5 2.1%
c.参 入 したいが行 っていない 9 3.8%
d.事 業 を行 う考えは ない 5 2.1%
無回答 4 1.7%

3-2(3-1で 現 在 行 っ て い な い 企 業(b.、c .、d.

か 。(複 数 回 答 可)

N=240

にお伺 い します)行 ってい ない理 由は何 です

a.事 業 と しての魅 力が ない 5 26.3%
b.遅 延、暇疵 等 による採算割れ リス クが大 きい 3 15.8%
c.収 益性 に乏 しい 2 10.5%
d.人 材確保 が難 しい 7 36.8%
e.安 定顧客の確保が難 しい 6 31.6%
f.受 注側に不利な取引慣行が多い '4

21.1%
g.そ の 他 2 10.5%

N=19【
その他 】
・現在 の対象分 野で は、市場がない。
・現状 の仕事 で充分 。余力がない。

3-3(3-1で 「a.現 在行 ってい る」 「b.過 去行 っていた」企業 にお伺 い します)

1)事 業の 中で、 どの ような工程 をお もに受託 してい ます か(受 託件数の半数以上 のプ ロジェ

ク トで手掛 けている工程 を全 て選択下 さい)。

a.シ ステム企画 ・評価 ・計 画策定 122 55.0%
b.シ ステム仕様設計 196 88.3%
c.詳 細設計 187 84.2%
d.プ ロ グ ラ ミン グ 191 86.0%
e.保 守 131 59.0%
f.運 用 63 28.4%

N=222

2)受 託 プロジェ ク トの契約先 はどこですか(最 も多い タイプ を1つ だけお答 え下 さい)
。

a.最 終ユ ーザ企業/機 関 133 59.9%
b.コ ン ピ ュ ー タ メ ー カ ー 42 18.9%
C.デ ィ ー ラ ー 8 3.6%
d.他 のSI/ソ フ トウェ ア 業者 37 16.7%
e.他 のSO、 計 算 セ ン ター 0 0.0%
無回答 2 0.9%

N=222
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3)事 業遂行上の問題点は何ですか。(複数回答可)

a.収 益性が乏 しい 73 32.9%

b.安 定顧客の確保が難 しい 43 19.4%

c.新 規顧 客の開拓 が難 しい 82 36.9%

d.受 注単価が低い 88 39.6%

e.受 注後の仕様変更が多い 94 42.3%

f.遅 延、暇疵等 による採算割れ リス クが大 きい 53 23.9%

g.人 材教育が難 しい 50 22.5%

h.取 引 ・開発方法 に関す る顧客 との認識の差異 39 17.6%

1.人 材確 保が難 しい 98 44.1%

j.そ の 他 9 4.1%

N=222

【その他 】
・ 生産性 向上が難 しい。開発 ス ピー ドUPが 難 しい。

・ 特定 デ ィーラーへの依 存度大(リ ス クと技術偏重)。

● 納期が厳 しい。

・ サー ビスに対す る認識が少 ない。

・ 競争 が激 しいか ら、受注単価が低 く、収益性 が乏 しい。

・ 営業 コス トがか さむ。

・ 顧 客の上 流分析 に対す る重要度認識 が低 い。
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ソフ声ウェア産業振興のための国の役割〃こ関する調査

4.研 究開発の取 り組みについて

4-1研 究開発 につ いて どの ように認識 し、取 り組んでい ますか。(1つ だけ)

a.経 営上 の必 要性 は低 いため、十分取 り組んでいない 20 8.3%

b。 経営上 の必 要性 は感 じているが、十分取 り組めていない 169 70.4%

c.経 営 の重要課題 であ り、積極 的に取 り組んでいる 50 20.8%

無回答 1 0.4%

N=240

4-2(前 設問で 「b.経 営 上の必要性 は感 じて いるが、十分取 り組 めていない」 とお答 えの企 業

にお聞 きします)な ぜ研究開発 に十分取 り組め ないのですか。(複 数回答可)

a.研 究開発 を行え る人材がいない 41 24.3%

b.研 究開発 を行える人材の時間的余裕がない 120 71.0%

c.投 資で きる資金余裕がない 107 63.3%

d.投 資のための資金 を調達で きない 21 12.4%

e.施 設環境 が整 ってい ない 21 12.4%

f.そ の 他 4 2.4%

N=169

【その他 】
・研 究テーマが少 ない。

・ テーマ を決めかねてい る。

・情 報の公 開で中小 企業 に も公平 に。 プ ロジ ェク トが公開 された時、既 に大手 メ ンバ ーが決

まってい る。

・投資 回収の リス クを読み取 れない(技 術 テンポ、ユーザーニーズ)。

4-3売 上高研究開発投資比率(基 礎研究、応用研究費に係 る人件費を含む総費用)は どの程度

ですか。(1つ だけ)

a.な し 27 11.3%

b.0.5%未 満 39 16.3%

c.0.5%以 上 ～1%未 満 30 12.5%

d.1%以 上 ～2%未 満 39 16.3%

e.2%以 上 ～3%未 満 28 11.7%

f.3%以 上 ～5%未 満 34 14.2%

g.5%以 上 ～10%未 満 14 5.8%

h.10%以 上 ～20%未 満 14 5.8%

1.20%以 上 6 2.5%

無回答 9 3.8%

N=240
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4-4貴 社が有す る特許件 数(出 願 中の ものを含 む)は 何件ですか。

特許件数 回答数 %

0 150 62.5

1 22 9.2

2 10 4.2

3 3 1.3

4 2 0.8

5 7 2.9

6 3 1.3

8 1 0.4

10 4 1.7

17 1 0.4

36 1 0.4

50 1 0.4

75 1 0.4

小 計 206 85.8

無回答 34 14.2

合 計 240 100

N=240

4-5今 後 の研究 開発 はどの ような投資計 画です か。(1つ だけ)

a.縮 小 す る 1 0.4%

b.現 行水準を維持する 125 52.1%

c.拡 大する 99 41.3%

無回答 15 6.3%

N=240

4-6研 究開発の目的/領 域は何ですか。(複数回答可)

a.学 術研究 7 2.9%

b.基 盤技術(製 品/事 業シーズ)の 開発 60 25.0%

c.外 販 のための製品開発 118 49..2%

d.新 規事業化(パ イロッ トプロジェク ト含) 94 39.2%

e.自 社 開発環境/ツ ールの開発 87 36.3%

f.開 発方法論/手 法の開発 35 14.6%

g.そ の 他 2 0.8%

N=240

4-7研 究開発 は事業 に貢献 してい ますか。(1つ だけ)

a.貢 献 している(新 事業/新 製品 として収益を上げる) 93 38.8%

b.現 在の ところ直接貢献 してい ない 134 55.8%

無回答 13 5.4%

N=240

4-8大 学 ・研 究機 関等 と共 同研 究 を して いますか。(1つ だけ)

a.現 在行 っている 35 14.6%

b.過 去 に行 ったこ とがあ る 30 12.5%

c.行 っ て い な い 172 71.7%

無回答 3 1.3%

N=240
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ンフ声ウェア産業振興のための厘の役靴 留プる調査

4-9(4-8で 行 って い る/い た(a.、b.)

待 し ます か 。(複 数 回答 可)

と回答の企業にお聞きします)共 同研究か ら何を期

a.学 術研 究 9 13.8%
b.製 品化 シーズの探索/探 求 25 38.5%
c.製 品化/事 業化 39 60.0%
d.人 的交流/ネ ッ トワー クづ くり 26 40.0%
e.社 会的貢献/パ ブリシテ ィ 11 16.9%
f.人 材の研修/教 育 16 24.6%

g.国 、業界 に対す る貢献 3 4.6%
h.そ の 他 0 0.0%

N=65

4-10(行 っている/い ない に拘わ らず)共 同研究 を行 う上での問題 は何ですか。(複 数 回答可)

a.研 究者情報の不足 97 40.4%
b.共 同研究に関する大学等側の硬直的制度 18 7.5%
c.企 業と大学等 との研究目的の乖離 95 39.6%
d.研 究成果 ・知的所有権の取 り扱い不備 25 10.4%
e.そ の 他 15 6.3%

【その他 】
・ 良いテーマが少 ない。

・ 余裕 な し。

・ 予算不足 。

・研 究者 の能力不 足。

・ 大学 ・研 究期 間 との直接 ルー トが ない。

・ 役割分担 とリス ク分担 。

・ 資金的余裕 がない。

・ 大学等の技術 レベルが低 い。

N=240

4-11こ れ まで に公募型研究 開発 プロジェ ク ト等 の国 による研 究 開発支援制度 を利用 したこ と

があ ります か。(1つ だけ)

a.利 用 した ことがあ る 43 17.9%
b.な い 195 81.3%
無回答 2 0.8%

N=240

4-12(4-11で 利 用 した ことがある企 業(a .)に お伺い します)国 による研 究 開発支援 制度 を
どの よ うに評価 してい ますか。(複 数回答可)

a.学 術研 究 と しての成果 につ ながる 3 7.0%
b.技 術 シーズの開発 に役立つ 14 32.6%
c.製 品化/事 業化に貢献 した 16 37.2%
d.人 的交流/ネ ッ トワー クづ くりに役だ った 5 11.6%
e.体 制面での制約が多 い 6 14.0%
f.資 金使途面での制約が多い 9 20.9%
g.報 告 ・事 務面での制約が多い 20 46.5%
h.普 及 促 進 ・フ ォ ロ ー ア ップが 足 りな い 9 20.9%
1.そ の 他 1 2.3%

N=43
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4-13研 究開発 にお ける国の役割/施 策等 に関 し意見 ・要望が あればお聞かせ下 さい。

・どうせ癒着大 企業中心の施策 なの で、期待 は してい ませ ん。 ピックバ ン、 自由化、規制緩

和が、外圧 によって、 もっと もっと、推 進 され ない と、 どんな意見 も要望 も無駄 で しょう。

・土木 ・建設 に向 けてい る国家予算 をもっと科学技術 に振 り向 けるべ き。そ うしない と21

世紀の 日本の未来はない。

・官が 主導 して、成功 したプロジェ ク トは記憶 にない。形式的 な受理で、真の責任 をと らな

い。 フ レームメーカ等 、大企 業 を重視 し傾斜 する。その行動の責任、評価 が複雑 でわか り

に くい。 第三者 チェ ック、途 中撤 退有無の チ ェック等、 きちんと情報開示 しな くてはいけ

ない こ とが多す ぎる。(や む を得 ない ものが あ るが。)担 当責任 と人事異動の あ り方 をは っ

きりす るべ き。

・公募型研 究開発 プロジェク トの公募 に対 す る国の選択 が、必ず しも将来性 や市場性 を踏 ま

えた決定 とは思 えない場合が あ る。応募会社 の知名度や通産省 との継が りが影響 してい る

様 に思 われる。

・何 も関与 しないで欲 しい。

・研究 開発助成金の採用枠拡大。

・意見 、要望多 々有れ ど、空念仏。

・資金供与 の裏付 けと して必ず銀行保証 を要 求 されているが、 これ を撤 回 して もらい たい。

・100%の 補助金が支給 される研 究開発 もよいが、低利 で、研 究開発 費 を融資す る様 な制度 の

充実 、周知。

・中小 企業の場合、財務的 な問題が研 究開発 におけ る最大 の障害 となってい る事が多 い。 も

っと、資金面 での制度 を強化 して欲 しい。

・情報 シス テムの研究 開発 における支援 策 を、国 レベ ルで な く地 方の レベル において対象 と

して欲 しい。中央 ・大手 との研 究開発 の支援 はあ るが、地域 の中小 ソフ トウェア企業が 国

の支援 を受 ける施策が見当 らない。

・情報 の公開で 中小企業 に も公平 に プロジェ ク トが公 開された時、既 に大手 メ ンバ ーが決 ま

っている。

・公募 と認識(公 表 されてい る)し てい るに もか かわ らず 、申請時点 で"OCCUPY'さ れて いる

ケースが多い。 また この ケース は、大手 が専有/特 定企業 が参画 してい る場 合 も多 い。 プ

ログラム(公 募)単 位での、狙いに合 った選定 を希望す る。

・補助 金 に於 ける、従業員の評価(支 援)が 低 い為 、あ ま り支援 にな らない。赤字 にな って

しまう。売上 げ時の一人単価 で、評価 して いただ きたい。

・どの よ うな研究 開発 のテーマ に して も、 市場 性 とかが見 込め る開発 には、 国が補助金 や民

間金融機 関か らの借 り入れ等の保 証 を、積極的 にやって欲 しい。

・もっ と気軽 に研 究開発 の相談 及び相手 を探 し出す ような機関が欲 しい。忙 しい と きに、資

料作 りは出来ない。実情 に即 した相談が出来 ない と思 われる。

●税制面での優遇処置。

・補助、融資制度の適用拡大 と充実。

・研究 開発 支援 制度への応募 は、数 回(IPA、 富 士信託etc)行 った ことはあ るが、不採

用 の理 由が全 く知 らされず、今後 の応募 に疑 問 を持 って いる。色 々なチ ャンネルか ら、大

手 ・中堅で ない と採用 して くれ ない との声 が聞 こえる。審査結果 のデ ィス クローズ を希望

します。

・大手SI業 者 の過去 に作成 した もの を、新 しく作 ったかの ように申請 させ た り、研 究開発 支

援 制度 も銀行 の融資先 選別 と同 じになってい る。民 間のVCや エ ンジェル に期待 してい る

のだが、 まだまだ無理かな。
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ソフ声ウェア産業振興のための国の役翻/こ閲 する調査

・ 「低 コス トで利用で きるオープ ンな、共同利 用試験研究施設の提 供」

・政府系金融機関に於ける、債務保証及び融資制度の拡大、現状 は不動産担保が前提条件。

中小 ソフ トハ ウス向けの特 別 な制度 を作 って欲 しい。

・国が、創造的科学技術立国への具体的な産業戦略マップを作成 し、研究開発 にかかる施策

を実施すべ きであ る。

・無駄 な公共投 資 を減 じて、 ソフ トウェア関連 の研究 開発 に対 して、幅広 く資 金 を投入 し、

中小企業 の レベ ルア ップ及び、体質改善 を行える ように して欲 しい。

・国には期待 しない。型 には まった対応で先端技術 向 きでは ない。

・産業界 は創造性を求める要素技術開発 より応用技術開発の振興 を望んでいる。国際競争力

の あ るソフ トウ ェア産業 を育 成す るための技術基盤強化 策 を確立 すべ きであ る。(メ ー カ

一、大学 優先で ない)

・新規技術研究開発支援制度の利用 を前提で考えた場合、支援決定 までの時間がかか りすぎ、

タイム リーな研 究 開発が出来 ない ことがあ る。

・研究開発資金に対する種々の支援策を期待 しているものの、現行では不充分。

・国の金 は、金 と技術 を持 った企 業 に流れ てい ます 。ただ技術 だ け持 っていて も、建前 だけ

です。 こん な事 では、技術力が ある企 業が育たない。み んな 自由(実 力 を認 める)な 米国

を思 い、仕方 な しに 日本 にい る。真 に役所的発想 に真実が歪 曲 してい ます。

・申請 、手続 きが面倒 な割 には、選考基準等 が不明確。 よって、小企業が 申請す る意欲 も失

わせ ている と思 う。特 に、改革が無い限 り、期待 は して ない。

・研究 開発 に投資で きる金、人、設備の余裕 を持 つのが夢であ る。

・マ ルチ メディア技術 の育成 に もっと力 を入れてほ しい。地 方 こそ コンテ ンツの生れ る環境

が ある。中央の イベ ン ト等、地方 で も実 施 してほ しい。マ ルチメデ ィア振興協議 会等 の拡

大を希望する。

・申請ない し監査の手続 きが負担 な為、研究開発者が利用をいやがる。出来 るだけ簡便なご

とを要望 する。

・IPAプ ロジェク トな ど、提 出資料づ くりに費やす工数が多過 ぎる と思 う。 もっと良い評価

方法の開発改善が望まれます。

●直接 、大学等研 究 開発 に携 わった こ とが無 いため分か らないが、特 定大手 ソフ トハ ウスに

特化 してい るのではないか と思 っている。中小 ソフ トハ ウスは大手 ソフ トハ ウスの下 請け

的存在 であ り、直接 エ ン ドユーザ ーか ら契約 するのは難 しい し、役 割、施策す ら理解 出来

てい ない。 門戸 を拡げ る方法 を考えてほ しい。
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5.営 業/市 場 開拓 について 、^

5-1営 業/市 場開拓す る上で どの ような問題点が あ りますか。(複 数回答可)

(自社 の問題)

a.提 案書作成力が弱い 70 29.2%
b.見 積方法/手 法の力が弱い 38 15.8%
c.価 格/諸 条件の交渉力が弱い 64 26.7%
d.コ ンサルテ ィングセールスが で きる人材がいない 109 45.4%
e.営 業組織の展開が不十分で競争力が弱い 95 39.6%
f.メ デ ィア/セ ミナーを通 じた情報発 信、宣伝が弱 い 60 25.0%

N=240

(チ ャネル/パ ー トナーに関する問題)

g.共 同受注のための適切 な主契約企業 やパー トナーを見 出す ことが

難 しい
45 18.8%

h.パ ッケージ製品 のバ ン ドル先が開拓 しに くい 35 14.6%
i.デ ファク ト標準 形成 の活動(フ ォー ラム等)に 連携 ・参画 しに く

い
20 8.3%

1

N=240

(国内市場全般の問題)

j.開 発見積は機 能ベースでな く工数ベ ースが 中心で ある 135 56.3%
k.保 守費用の必要性の認識が不十分である 122 50.8%
L継 続取引や実績が重視 され、新規業者を受け入れない傾向がある 55 22.9%
m.ソ フ トウェアは個別 開発指 向で、パ ッケー ジ採 用が敬遠 され る 20 8.3%
n.ソ フ ト開発/運 用業務が内製指向で、外部業者の利用度が低い 15 6.3%
o.実 績や リスク回避が重視 され、新技 術の採用 に消極 的であ る 31 12.9%

p.情 報投資を戦略的に意思決定できる経営責任者/情 報担当役員
(CIO)が 少ない

73, 30.4%

q.シ ステム/製 品/技 術を適切に評価できる情報部門担当者が少な
い

64 26.7%

(官公庁市場の問題)
N=240

r.応 札上 、業者登 録、資格審査 が厳 しく、中小 業者の参 入障壁 とな

る
88 36.7%

s.開 発 ライフサ イ クル をとお した一括発 注が多 く、専門業者 の参入

障壁 が大 きい
41 17.1%

t.随 意契約等による継続取引 を前提 とした業者選定、価格設定が多
い

49 20.4%

u.指 名競争入札が多 く一般競争入札が適切に運用されに くい 51 21.3%
v.入 札、公募 の情報 がアクセス しに くい 90 37.5%
w.評 価方法、採択結果等に関する情報の透明性が不十分である 61 25.4%

N=240
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5-2そ の他市場 開拓 に関する問題 点 ・意見 ・要望があればお聞かせ 下 さい。ny

・協業組織 を持 ってい るが、真 に力 を合わせ るには、役割分担 と成果分担 な ど難 しく、 まだ

大 きな成果 を上 げ るに至 ってない。今後 も精力 を注 ぎたい。

・技術の移 り変 わ りが早 く、追 いつ くのに苦 労す る。新 しい技術が どん どん出 るが古い技術

を使 ってい る顧 客 も多 い。オー プンとは名ばか りで、親和 性 に欠 けるベ ンダー提供 のバ グ

も含 め、対応す るのは最終販売者 だが、売 り上げにな らず苦慮 してい る。

・官公 庁市場で、 ソフ トウェアの質 を問わず、ただ金額 の入札 は、 これで本 当 にいいのだ ろ

うか。

・基本 的 に市場 開拓 は、 自社 の取組や経営方針 に帰 する所 が大 き く、問題点 を制度 や市 場 に

転嫁 で きる企業規模で はない。

・入札条件(官 公庁市場)に 、「納 入実績」がある場合 など、新規参入拒絶 と受 け取れ る矛盾。

・市場が大 きくなると真似 されて、す ぐ競 争が激化す る。

・上記の様 なことをす る、余裕 が全 くない。

・官公庁 は、す ぐメー カーで なければ…の言 に よって、 中小 のパ ッケー ジメーカー を受 け入

れない。 メーカーは何 も出来 ないに も関 わ らず、すべて我 々専 門メー カーが、応対 してい

るのが実情。 メ ンテ もすべ て対 応 して いるの に、 メーカーでなければ…。全 く認識 がな っ

ていない。 日本 の役人 はベ ンチ ャーを育 てない。

・公 共投資 を積極 的に行 う。

・官公庁 の ビジネス に新規参入す るのが難 しい。業者登録制度が大 きな弊害 になっている。

・自社 の実力 を、独力 で高めた い。Dependし ている限 り、強い製 品は生 まれ ない と思 い ま

す。

・官公庁 に最低価 格制の導入が欲 しい。官公庁 の仕様が アバ ウ トす ぎる。価 格が安す ぎる。
・ 「取引の継続性」 を打 ち破 る 「技術 ・品質」競争力の保有 は、零細企業 の生 きる道であ る。

・大手ベ ンダ、メーカーが何 で も手 を出 しす ぎる!

・何度 か一般競争入札 に参加 してみたが、提 案資料づ くりにか な りの工 数が とられ る(無 料

で対応 しなければ な らない)。 い ざ入札 の段 階では、常識外 の安値 で入札す る業者 が落札

す る。 中小企業 は、物件 ごとに採算が合わ ない とやって行 けないの で厳 しい。
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6.資 金調達等 につ いて

6-1貴 社の資金調達の状 況 と して適切 なもの を回答下 さい。(複 数回答可)

a.現 在長短資金計画上特に問題ない 152 63.3%

b.運 転資金の資金繰 りが難 しい 57 23.8%

c.投 資のための長期資 金調達 に困っている 39 16.3%

d.借 入金の返済が難 しい 14 5.8%

N;240

6-2資 金調達 ・財務管理上 の問題点 は何 ですか。(複 数回答可)

a.信 用力が ない 34 14.2%

b.担 保が少 ない 138 57.5%

c.資 金調 達 コス トが高 い 7 2.9%

d.株 式公 開 しに くい 10 4.2%

e.ベ ンチ ャーキャ ピタル等の投資環境が整 っていない 23 9.6%

f.税 制の面で投資のための内部留保が しに くい 88 36.7%

N=240

6-3資 金調達 に関 して、下記の項 目を利用 した ことがあ りますか。(複 数回答可)

a.政 府系機関の債務保証

b.政 府系金融機関の制度融資

65

101

27.1%

42.1%

N=240

6-4(6-3で 何 れかで も利 用 したこ とがある企業 にお伺 い します)そ れ らの制度 をどの よ うに

評価 していますか。 また、利用上 の問題 は何 です か。(複 数回答可)

a.経 営 に役立 っている 78 32.5%

b.事 務手続きが煩雑である 33 13.8%

c.担 保設定が厳 しい 30 12.5%

d.決 定 までに時 間がかか る 27 11.3%

e.限 度額 ・免除が少 ない 51 21.3%

N=130
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6-5ソ フ トウェア産業 にお ける資金調達支援 ・ベ ンチ ャー育成支援等 に関 し意見 ・要望があれ

ばお聞かせ下 さい。

・(無 利子)無 担保の融資を大幅に増や して中小企業に十分にいきわたるようにして欲 しい。

・公 的な資金調 達 は、実施 してい ただいている。支援 や育 成は、充実 して きて いる。但 し、

良いものを開発 して も、販路が閉ざされている。例えば、官公庁市場は不透明で閉鎖的で

ある。入札 に も参加で きない。先進国で は、珍 しい国で ある。

・ハ イテ クだけで はな く、ローテ ク(人 材派遣 や保守、運用)で 堅実 に経営 してい る ソフ ト

ハ ウスに も目を向 けて欲 しい。

・金融機関からの調達は、今後共困難と考えられる。同機関の意識革命が必要。米国型の資

金調達方式が可能 となるようソフ ト業界の認識改革が必要。

・単 に開発 時に資金提供す るのでは な く、財源 の一部 を既 開発 済みのパ ッケー ジソ フ ト市場

開拓費用に思い切 った金額で提供 してはどうか。特に中小企業は販売力が弱 く、且つ市場

が受け入れがたい環境 にあ り、その様 な資金援助は貴重である。

・企業規模でなく、その企業の保有 している技術や、成長率等で査定する制度の充実を望む。

・中小企業の定義 により、親会社 を持つ企業は除外されるものが多いが、○業種が異なる、

○売上げ先の親企業の依存度、○従業員構成などを項目に入れ、よ り支援で きる体制に修

正 して欲 しい。 ソフ トウェア産業の分類がサ ー ビス業 となってい るが、 これ は発展 させ る

方向か らのズ レを感 じざるを得 ない。 ソフ トウェア産業=派 遣業で はあ りません

・ビジネス ・プランや 開発計画 を評価(リ ス ク、 アセス等)、 そのプ ロジェク トに関す るプ ロ

ジェク ト保険等による担保設定が可能となるような評価/認 証機関の存在が必要。理由:

資 本政策 のみで は、充分 に調達 で きない。融資用 の担 保が少 ない。(ご 部 ソ フ トウェア担

保 、開銀 の検討 もいただいているが。)

・IPAの ソフ ト開発 融資制度 を利用 したいが、関西(大 阪)に 窓 口が ない。官公 庁の仕事

は、支払サ イ トが長 い為 、資金繰 りが困難 となる。 ソフ ト産業の ため の保証 制度 を検討 し

て もらいたい。

・儲 かるが税が高 い。 だか ら儲か らない ときに内部留保が わずか。

・IPAの 「特定 プ ログラムの委託 開発 ・普及」 でテーマ についての審査 内容 の後、銀行 な

ど他社の債務保証を求め られる。そうなると、銀行からの通常の融資 と同 じ話 になってし

ま う。→ 国が リスクを負 って欲 しい。

・金融機関から融資調達する場合、どうしても担保優先 とな り、企画や技術力のような無形

担保 は、全 く評価 されてい ない。 中小 の ソフ トウェア企業が伸 び悩 んでい る最 大要因 と思

える。 この状態であ ると、米 国 と日本の技術格差 は開 く一方になってい くと思われ る。

・営業展 開 に対 して も、資金 の対 象 と してい ただ きたい。作 るだけでは駄 目、 売 らない と支

援 など も無駄 になるのでは!

・政府系金融機関及び民間金融機 関は、相 変わ らず担保 のこ としか重要視 してい ない。

・資金調達 が しやすい制度 を作 って欲 しい。実績 に乏 しい企業が、書面 だけの審査 で融資 さ

れ ることが多 くあ るのでは?保 証審査す る方 々の勉 強が少 々足 りないので は?

・IPAの 「特 定 プログラムの 開発」 に応 募 したが、実 績が ない もの に投 資で きない との事

で、新 規の 開発 には対応 していない との事 。全 く意味 がない!民 間銀行で は、対 応不可能

な ものに、政府系 が対応す るべ きだ!

・担保 が前提 であ り、資金調達 が出来 ない(ソ フ ト産業 に不動産担保 を求 めて も無理)。 開発

費(=人 件費)を 理解 して もらえない。 ソフ トウェア開発業 の場合 、債務保証 の上限が他

業績 と異 な り、低 く設定 され ている(栃 木県の場 合、 ソフ ト業 に限 り1000万 円、その

他 の業種 は一律3000万 円)。 内輪でその様 に決めた ら しい。
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・中小 の ソフ トハ ウスの経営者 に よる技術 、マ ーケ ッ ト評 価委員会 を作 って評価 させ た ら ど

うか。 でなかった ら、 もっと会社の 中味 を調べ るべ きであ る。退職者、周辺の会社の社員

等 に聞 く製品、開発環境 を調査 す る等。

・融資制 度に どの よ うな ものがあ るのか、我 々中小企業 には わか らない。 もっ とPRや カ タ

ログを用意 して、指導 して くれ るセ ミナーを開催 して欲 しい。

・ソフ トウェア産業 は知 的産業 であ り、人材の スキルがすべ てで ある と考 え ます。技術 者 の

採用 、新卒者 の採用 も含め、人材面 で資金が多 くかか ります。 これ らのこ とを考 えの中 に

入れ、ただ単 な る運転資金 とい う項 目だけを、資 金貸 し出 しの条件 として見 られ るのが大

変"つ らい"こ とと考 えます。新分野及 び新 ソ フ トパ ッケー ジ等の 開発の 中で、調査先 の

担当者が理解 して もらえないのが残 念です。

・(無 利子)無 担保の融資 を大幅に増 や して中小企業 に十分 にい きわたるように して欲 しい。

・産業育成の為 に税制等の強力 な国の リー ダーシ ップが必 要 と思 われ ます。

・支援制 度その もの は意義が あるので、支援 枠の拡大 と支援実施 までの決 定プ ロセスの短縮

を望 む。

・担保(特 に、不動産)は ナンセ ンス!

・現行制度 では、国が本気 でベ ンチ ャーを育成支援 しよう としてい るとは思 えない。当社 の

過去 の投資 も、私(社 長)個 人ベ ースで研究 開発 資金調達 に大変苦労 した。今後 は規模 も

.大 きくなってお り、 ほ とんど見通 しがつかない。

・方法はわか りませ ん。今 の ままで は、名 ばか りです。 もっ と人物 中心 にもの を考 えて評価

で きる民族で な きゃ、駄 目ですね。当た り前の こ とに合 わせ るこ とが、 日本 人の実像です。

失敗無 いか らね。

・当てに しない。支援 を受 けるための コス ト、時間があれば開発 に費 や した方が まだま し。

・パ ッケージの海外展 開のため に、"英 語化支援"Programが ある と、意欲が わ く会社が幾つ

かあ ると思 い ます。 もし、その様 な支援PGMが 実在す れば、ApplicationPackageを 企

画す る際、 国際的 に通用す る或い は、 日本が優位 性のあ るBusinessProcessAreaの 選択

か ら、戦略 的に考 え直せ ます。

・ 「担保 な し」 「複数 の保証 人な し」 しか し 「事 業 は安定 している」場合 に 「どの機関」が資

金融 資 して くれ ますか。融資条件(を 満たす)の ある企業 が資金調 達 に問題があ るこ と自

体、別の問題(経 営 自体 の問題)で はないか と思われ る。

・支援事 業の1件 あた りの予算 を小 さ くすべ きであ る。小企 業で も提案、実施計画 がで きる

小規模 の開発支援事業が あれば助か る。1件500万 ～2000万/年 規模程度。

・普通 の銀行が もっ とベ ンチ ャー育成 に力 を注いで欲 しい。

・土地等の担保が少 ない(他 企業 と比 較 して)た め、貸 し渋 りの対 象 にな りやすい。政府 系

金融機 関の融資支援制度 の拡充 を望 む。

・資金調達 をす る場 合、企業の信用力 、担保 力が必要 であ り、 中小 シ フ トの場 合、信用力 、

担保 力 も乏 しい。 この ような状 況下で特 に新 しい商品 を開発 しよ うとする場合、 マ ンパ ワ

ーを投入す るこ とが 出来 ず、 ます ます大小の格差 が生 じて くる。一般銀行 の貸 し渋 りは相

当なものであ り、政府系金融機 関の融資制度 の拡大 、見 直 しを行 ってほ しい。
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7.ソ フトウェア産業振興のための国の役割/政 策について

貴社の事業を今後 より発展 させ、ひいてはわが国のソフ トウェア産業振興と国際競争力の向
上を図るためには、どのような国の支援/政 策を期待 しますか。下記の中で有効/必 要と思わ

れる項目を回答下さい。(複数回答可)

7-1研 究開発

研 究開発 は、科学技術 の振 興、産業の振興等 を通 し、国民経済 ・国民生活 を向上 させ、人

類 ・社会 の発展 に寄与 す るとい う重要 な役割 を担 ってお り、国 として も研究 開発支援 は重要

な政策テーマです。ソフ トウェア産業 の振興 とい う観点か ら有効 と思われ る施 策は何 ですか。

a.省 庁の上に研究開発政策決定機関を設置 し、国家の科学技術政策

に関 して、重点領域、重点テーマを戦略的に策定する

36 15.0%

b.商 品化/実 用化 までを視野に入れた一貫開発プロジェクトの枠を

拡大する

52 21.7%

c.産 官学融合の研究開発プロジェクト支援を強化する 42 17.5%

d.ベ ンチ ャー企業 を対 象 と した公募型研究 開発 プロジェク トの枠 を

拡 大する

75 31.3%

e.公 募研究開発プロジェク トの採否に関して、 レフリーによる評価

制度の整備や情報公開等 を推進 し、採択プロセスの明瞭化と競争

促進 を図る

44 18.3%

f.ソ フ トウェ ア開発技術 、 ソフ トウェアエ ンジニ アリングの研 究 開

発 を促進 し、ソフ トウェ ア生 産性 の向上 を支援す る

ll2 46.7%

g.パ ッケージ製品を開発 し、商 品化/企 業化す るソフ トウェア企業
に対 して補助金等 に よ り支援 する

110 45.8%

h.コ ンポーネ ン ト・部 品 に よる開発生産性 向上 のための研 究開発

を推進支援す る

39 16.3%

i.非 公的機関によるデファク ト標準に関与するための各種活動 を支

援する

19 7.9%

j.そ の 他 18 7.5%

N=240

【その他】
・ 情報 の公 開を。

・ 低利融資。

・ 上記 の ようなことを一切せず、規制緩和、減税 を推進す る。

・ 「成果」の安価公 開をすべ し。

・ 政府系 プロジェク トの入札 に参加 させて欲 しい。

・ 研究 開発や新規事業化へ の資金支援の枠 を広げ、種 々の制度 を設 けてほ しい。

・ 大手 ソフ ト会社 が、格安価格 で落札 し、実際 に動か ない ソフ トが山程 ある。当社 で調べ た

が、50%以 上。書類 だけでは駄 目。
・ 巨視的 には、a,b,eで すが …?

・ 国には期待 しない。

・ 国が 口出 ししない事。

・ インフラ確立(光 フ ァイバ ー網 など)、 税制優遇。

・ 官の役割、責任 を明確 にす る。長期 プロジェク トは、期 中の評価 を激 し く実施す る。

・ 国内のベ ンチ ャー企業の製品 ・サー ビス を優先的 に採用 す る。

・ トー タル な税制 改正、税率 ダウ ン。

・ 国 には、期待 しては な らない(特 に長続 き しない国の プ ロジェク ト)。 イ ンフラ整備 は、

や って欲 しい。

・ 何 も関与 して欲 し くない。

・ 通産、郵政、厚生等 の省 庁別で な く、研究開発のテーマ に関係 す る横断的 な支援の あ り方

が重要。
・ 企業の考 え方、基本方 針 を受 け入 れる土壌 を持 った研 究 開発 支援(失 敗 もあ り得 るこ とを

是 と した)。
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7-2イ ンフラ環境整備

米国では、国が イニシ アテ ィブを取 り、CIC(前HPCC)な ど大 きな プロジェク トを実施 し、

その中でNGI(NextGenerationInternet)等 の先端情報技術 を生 み出す インフラを整備 して
い ます。 このよ うな施 策 によ り、 技術 シーズ を生 み出 し、新 たな ビジネスや産業 を創造 さ

せ ようとしてい ます。 わが国で も同様 に国が先導 して環境整備 する ことが、情報 産業 を育成
す るため に有効 と思 われます。下記 の中で重要 と思 われ る環境整備項 目は何ですか。

a.研 究開発のための実験用通信 ネ ッ トワー クイ ンフラを整備 ・提供

す る
104 43.3%

b.マ ルチメデ ィア関連技術 の共同利 用施設 を整備 ・提供 する 69 28.8%
c.電 子商取 引やCALS等 の分野 におい て、研 究開発 成果や試作製

品 を試験 ・評価するためのテス トベ ッ ドを整備 する

49 20.4%

d.国 が開発 した研 究成果 ・ソフ トウェ アに関するデー タベース を整

備 し、公開する
106 44.2%

e.そ の 他 6 2.5%

N=240

【その他 】
・ アプ リケーシ ョンを使用す るユ ーザーの資格制度 を3段 階ほ ど作 り、民 間の取得学校 を作
る。パ ソコンシ ョップ系 の展 開では難 しい。

・ 閉ざされた企業や人達が国の金 を食い潰 してい る。 もっと広 く、募 るべ き。広報 を盛 んに
する。
・ 国 には期待 しない。余計 な事 に税金 を使 わ ないで欲 しい。

・ 安い通信 インフラを国で整備す る。

・ どれ も面 白 くない。

・ 自由競争のための税制改正 。

・ 実用 的ネ ッ トワー クイ ンフラの整 備。

7-3市 場 ・取引環境整備

ソフトウェア産業を育成するためには、競争原理が働 き、オープンな取引が行える市場環

境が必要です。下記の中で重要と思われる国の施策は何ですか。

a.ソ フ トウェア取 引 に関す る共通 フ レームワー ク を整備 ・普及 さ

せ、SI事 業者 と専 門的企業 の育成 を図 る
119 49.6%

b.独 占禁止法等の運用を適正化 し、公正な競争を促進する 51 21.3%
c.WTO(世 界貿易機関)の 政府調達協定等に即 し、政府 ・公共

市場における一般競争入札や総合評価 による落札方式を拡大する
26 10.8%

d.行 政機関の調達情報 を情報 ネ ッ トワー クに より公 開 し、 よりア ク

セス しやす くす る
98 40.8%

e.そ の 他 7 2.9%

N=240

【その他 】
・ 開発側 と使 用する側 に、技術面 で大 きな差があ る。 この差 を無 くし、保守サ ポー ト部 門が

活かされ る様 な体制作 りが必要。
・ 零細企業 い じめ を無 くす市場 とす る。

・ 国はなに もせず、 自由 にや らせ るのが一番 。国は もっと実態 を勉強 してか ら施策 を考 える
べ き。

・ 国は余計 なことをしないで欲 しい。

・ 税制改正。

・ 利用者の意識改革 のための環境構築 。
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ソフ声ウェア産業獺 『のための国の役Wこ 欝 プる調査

7-4資 金面 に関す る経営支援

ソフ トウェア産業、特 にパ ッケー ジソフ ト事業 やベ ンチ ャー企業 を育成す るため には、事

業の成長 ライフサ イクルに応 じた資金面での経営 支援が期待 されます。下記の 中で重要 と思

われる環境 整備 項 目は何ですか。

a.政 府系金融機関における債務保証制度を充実させ る 93 38.8%

b.政 府系金融機関における融資制度枠を拡大する 121 50.4%

c.政 府系金融機関における債務保証、融資に関する事務手続きを簡

素化する

83 34.6%

d.ベ ンチ ャーキ ャピタル事 業 を拡大す るための環境 整備 を支援 する 52 21.7%

e.ベ ンチャー企業への投資を活性化するため投資家に対する優遇税

制を整備する

81 33.8%

f.そ の 他 11 4.6%

N=240

【その他】
・ 政府系金 融機 関か らの融資 に当た り、二重三重の保証人制度 を無 くす。

・ ベ ンチ ャーへの法人税 を減 じて、内部留保 しやす くし、大 き くなってか ら税収 を増やす。

・ 担保 な し、複数 の保 証人 な しで、新 しい商品 を開発 す る資金が欲 しいのです。安全性 指 向

の 「金融機 関」で は無理。

・ 一切期待 してい ません。

・ 技術 や事業 に対 す る政府の評価能力 を高め、真 に意義 のある支援 を実施 しない と、甘 え(ム

ダ)の 循環 が起 こる。
・ 税制改正 し、企業 の投資 を増す。

・ ソフ トウェアへ の資産価値 を信用する制度 を創 る。

・ プログラム準備金 の引当率が改定 されるが、元 の水準 に25%位 まで戻す。

・ 不動産担保重視 を、特 に ソフ トウェア産業 においてはや めてほ しい。

7-5需 要の創出

ソフトウェア産業の発展には、市場の継続的な発展が必要です。下記の中で施策 として有

効 と思われる項目は何ですか。

a.官 公庁における情報化を加速 し、政府調達市場を拡大する 89 37.1%

b.産 業の情 報化 を促進 するための実験 開発 プロジェ ク トを推進 ・支

援 する

39 16.3%

c.中 小企業の情報化を促進するための税制補助を拡大する ・138 57.5%

d.シ ステム開発/ソ フ トウ ェア調達 に関す る優遇税制 を導 入 し、パ

ッケージ製品購 入 による情報 化投資 を促進 させ る

125 52.1%

e.そ の 他 10 4.2%

N=240

【その他】
・ 環境問題等 で ソフ トウェア産業 に、任 られ るような仕事 を提案 させ る。

・ ソフ トウェア を使用 す る側 が、簡単 に勉 強で きる ところ を作 る必要があ る。

・ 官公庁の情報化 ハー ド予算 に対 し、 ソフ ト予算 が少ないのでは。

・ インフラ としての高速 回線整備 と通信費削 減に寄与す る諸施策。

・ 施策い らない。全 て無 駄!!

・ ケーブル の地下化 と通信網整備 を一体 として推進す る。

・ 官公庁情報化 を促進 し、合理化 し、減税す る。

・ 景気 を冷 えさせ ない。

・CALS、EDIの 官公庁主導 による環境づ くり。

・ 今 までの行 政が らみの プ ロジェク トは、 プロジェ ク ト情報 及び調達情報 、又 は入札 は、応

札す る前 に水面下決定 していることが多い と思 われる。
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7-6人 材育成

情報技 術、 ソフ トウェアの研 究開発の成果 を高 め、産業 を育成す る上 で、人材 の育成 は大

きな課題 です。下記の 中で重要 と思 われる項 目は何ですか。

a.産 官学の人材交流を活発化させる 57 23.8%

b.民 間企業における情報処理教育面での優遇税制制度を導入する 176 73.3%

c.そ の 他 20 8.3%

N=240

【その他 】
・ 資格 ・認定制度 を多様 化 し、技術者 に技術 目標 を与 える。

・ 米国オ レゴン大学みたいな例 を、参考 に してみる。

・"情 報処理"技 術ではな く、"情 報 活用"技 術 に関す るユーザー教育 の推進が大切 です。

・ 小 中高にP/C、W/Sを 導入す る。

・ 採用数1人 、教育対策1人 の人材育成 を支援す る制度が 「ない」。大企業、大規模の支援

ばか り。

・ 技術者教育の枠 拡大。

・ 社外教育 セ ミナー等 の補助金 を。

・ 安価 に利用で きる、教育訓練の場 を設置す る。

・ 人材が集 ま りやすい環境の整備が必要です。魅力的 な業界 としなければな らない と思 う。

・ この項 目が重要であるこ とを、認 識 させ る事が必要です。

・ 義務教育 の多様 化(小 ・中学校教 育の多様化)。

・ 実験 プロジェク ト参加技術者への税制優遇。

・ 減税。

● 教育あ るいは、研究 中の人材 に対 す る人件費等の一部補助。

・ 理系の比率が高 くなるような教育 制度の推進。

・ 地方への研修講座 を開催。

・ 現状の 日本人99%は ノンリス ク主義 です。 リス クに対す る考 え方 を、教 育制度の 中に入れ

て教育 しない限 り、ゲームソフ ト以外 、 ソフ ト開発はあ ま り未来が ある とは考 え られない。

・ 大学の全学部 にお ける情報処理教 育 の高度 化。高校教育 において、分 解、組立 、製作(コ
ンピュータハー ド)の 教育。

・ 現状 では、 自社育成がベ ター。
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